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中期計画 年度計画 
法人の自己評価 評価委員会の評価 

評点 計画の進捗状況等 評点 特記事項 

第４ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）質の高い体系的な教育課程の編成 

（中期目標）大学の理念・目標を実現するため、教養教育と学部専門教育の密接な連携といっそうの充実を計り、確かな基礎学力の上に質の高い体系的な教育

課程を編成する。さらにはユニークな学科構成を有効に活用した教育課程の充実を図る。 

① 教養科目と専門教育科目が

連携した履修モデル（コア科

目）を整備し、基本理念の実現

に直結するカリキュラムマッ

プを作成する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・教養数学の必修化を具体化するた

め、担当教員と教務委員会で問題点

を協議する。そして、全学教務委員

会、教養教育委員会と連携して、平

成 32 年度(2020 年度)入学生からの

実施を目指す。 

3 ・他学部の学生も履修している教養数学を

必修科目とすることよりも、基礎数学Ⅰを

必修科目とする方が適切と判断した。 

あわせて、商業高校からの推薦入学生など

の、高校での数学の学習が不十分な学生を

主な対象とするリメディアル的な数学科

目を新設することとした。日本文学科と、

カリキュラムツリー、カリキュラムマップ

の作成について、共通形式を整えることと

した。 

3  

≪日本文学科≫ 

・マッピング作業を完成させ、ナンバ

リングシステムとの連動をはかり

つつ、カリキュラムの妥当性チェッ

クと、学生の学習ガイドとしての情

3 ・マッピング作業を完了した。 

カリキュラムの課題チェックと学生への

提示・指導の準備を完了した。 

3 マッピング作業を完了し、カ

リキュラムの課題チェック

と学生への提示・指導の準備

を完了したことは評価でき

る。 
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報提供の準備に入る。 

≪美術学科≫ 

・カリキュラムマップ素案をもとに、

他学科・他学部、教務委員会等との

調整を行いながら、学内（学生）に

公開できるように整理・検証する。 

3 ・日本画・油画・デザイン各コースのカリキ

ュラムマップ素案を比較しながら共有し、

形式の統一を含め、整理・検証を行った。 

3  

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・履修モデルとカリキュラムマップ

について、教務委員会と連携して検

討し運用の準備に入る。 

3 ・教務委員会と連携し、各学科の履修モデ

ルとカリキュラムマップに係わる検討・運

用の側面支援を、情報提供等を通して行っ

た。 

3  

【教務委員会】 

・TOEIC Bridge の結果を全学的な視

点を持った教育プロセスにどのよ

うに位置づけ、活用するかについて

検討する。 

3 ・TOEIC Bridge の結果の活用方法につい

て、教務委員会及び各学科・教養教育委員

会で検討を行った。全学的には、「入学時

点の結果と２月の結果を比較し、分析を行

う。」「結果を、海外語学研修の選抜の参考

にする。」という提案がなされた。経済情

報学部においては、「短期海外研修（特別

演習 V・VI）の選抜の参考にする。」という

提案がなされた。 

カリキュラムマップ及びカリキュラムツ

リーについて、各学科共通のフォーマッ

トを作成するための検討作業を行った。

日本文学科においては、新学期に新入生

3 カリキュラムマップ及びカ

リキュラムツリーについて、

各学科共通のフォーマット

作成の検討作業を行い、日本

文学科において、新学期に新

入生を対象にカリキュラム

マップとツリーについて説

明できる段階まで準備を進

めたことは評価できる。 
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を対象にカリキュラムマップとツリーに

ついて説明できる段階まで準備を進め

た。 

② 学士課程及び大学院課程の

提供科目にナンバリングを導

入し、より体系的な教育を展

開する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・講義形態、難易度といった学科共通

の項目以外に、コースという他学科

と異なる項目をどのように体系に

組み込むかに留意しながら、平成 32

年度（2020 年度）のシラバスへのナ

ンバリングの記載を目指す。 

3 ・全学教務委員会で決まった科目コードの

基本ルールにしたがい、ナンバリングを行

った。次年度シラバスに掲載する準備を整

えた。 

3 ナンバリングを行い、次年度

シラバスに掲載する準備を

整えたことは評価できる。 

≪日本文学科≫ 

・教務委員会で全学レベルで策定さ

れるナンバリングシステムと学科

レベルで必要になる情報のすり合

わせののち、運用の準備に入る。 

3 ・学科レベルのナンバリングを完了した。 3  

≪美術学科≫ 

・各コースから出された学修内容の

特徴的な項目を整理し、美術学科と

しての共通見解をまとめる。 

3 ・教務委員会のナンバリング方針に則り、ま

た学科内で昨年度に作成したたたき台を

用いて、ナンバリングを行った。 

3  

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・教養教育科目にナンバリングを導

入する作業に入る。 

3 ・すべての教養教育科目について下位分野

と通し番号を決め、ナンバー・コードを確

定した。 

3 すべての教養教育科目につ

いて、ナンバー・コードを確

定したことは評価できる。 



5 

 

【教務委員会】 

・カリキュラムマップと連動したナ

ンバリングシステムを反映した科

目コードを作成する。 

3 ・科目コード（ナンバリング）について、教

務委員会において共通ルールを作成し、各

学科・教養教育におけるナンバリングを作

成した。 

3 各学科・教養教育におけるナ

ンバリングを作成したこと

は評価できる。 

③ 基礎的学力の修得とともに

論理的思考力、判断力、表現力

を高める教育手法を充実させ

る。また、プレゼンテーション

やフィールドワークを重視し

た、アクティブ・ラーニングを

全学的に実施する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・データを元に、必携パソコンの活用

方法や改善案について検討を行う。 

 フィールドワークやアクティブ・ラ

ーニングについて、ワーキンググル

ープを中心に調査や議論を行う。                           

ゼミ単位の学外修学助成の効果と

問題点を検証して、より効果的に実

施する。 

3 ・10月半ばころ、アクティブ・ラーニング

に関する調査をメールにて行った。８名か

ら具体例の回答があり、内容を教授会にて

報告してフィードバックを行った。１月半

ばごろ、学外修学助成に関する調査をメー

ルにて行った。申請件数は、７件(利用者

８名(内２名は合同で１件の申請))であ

り、効果や改善点などは２月以降の教授会

にて報告することでフィードバックを行

った。必携パソコンの活用についてアンケ

ートを実施した。その結果、みなさん活用

しているので、他の先生が行っている活用

方法について共有した。 

3 今後も調査等を行い、効果や

問題点を検証するなど、より

効果的な実施に努めていた

だきたい。 

≪日本文学科≫ 

・「研究発表のルーブリック」、「レポ

ートのルーブリック」、「論文のルー

ブリック」について、種々の場面に

対応する版を策定する。 

「フィールドワーク（調査）のルーブ

リック」等、他の種類のルーブリッ

3 ・「研究発表のルーブリック」、「レポートの

ルーブリック」、「論文のルーブリック」、

「演習発表のルーブリック」を策定した。 

3 策定したルーブリックを用

いて、教育の改善に役立てて

いただきたい。 
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クについて、基本形を策定する。 

≪美術学科≫ 

・基礎造形科目（１年次）の学修内容

を精査し、さらなる充実を図る。 

また、各年次の各課題制作に際し

て、十分な取材や構想を課し、プレ

ゼンテーションを伴う講評を充実

させるため、学生同士のプレゼンテ

ーションの機会を増やすなどの手

法を導入する。 

3 ・基礎造形科目（１年次）の令和２年度の彫

刻において実情に合わせた課題の案出を

検討し、担当講師に提案した。 

また、日本画コースにおいては小下図の段

階で適切な指導を行った。油画コースにお

いては、課題に対しての学生本人の振り返

りを記入させるようにし、教員が目を通し

た上で、講評に利用した。デザインコース

では週 1 回の面談の場でラフについての

適切な指導を行った。３・４年生の学生同

士のプレゼン（中間発表の位置づけ）の場

を設定した。 

3 ３・４年生の学生同士のプレ

ゼン（中間発表の位置づけ）

の場を設定したことは評価

できる。 

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・新規に採用した「英語」の特任教員

により、一層の基礎学力の向上の体

制を整える。 

3 ・「総合英語」を 10クラス編成から 17 クラ

ス編成にし、基礎学力の向上の体制を整え

た。 

3 「総合英語」のクラス編成を

見直し、基礎学力の向上の体

制を整えたことは評価でき

る。 

【教務委員会】 

・情報共有のため、アクティブ・ラー

ニングの手法を用いた授業を行っ

ている教員による研究授業を行う。

また、各教員が持っているアクティ

ブ・ラーニングの手法の情報提供を

呼び掛ける。 

3 ・各学科で実現されている実習・演習系授

業を中心とした自立的・対話的で深い学び

（いわゆるアクティブ・ラーニング）の実

践例は確認済み。研究授業実施は学科や分

野の特殊性に依存する部分が多く全学 FD

活動としての実施は保留した。アクティ

ブ・ラーニングワーキンググループの提示

3 アクティブ・ラーニングの手

法を用いた授業の科目新設

や環境整備について、具体的

な作業の進捗に期待する。 
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 ワーキンググループにより提示さ

れた内容について、科目の新設や教

育環境の整備に向けて具体的な準

備に入る。 

をうけた科目新設・環境整備は、検討・提

案が継続中のため、これをうけての教務事

案としての具体化作業には至っていない。 

④ 教学データの蓄積と分析を

有効に行い、要対応学生を早

期に把握し、リメディアル教

育や少人数教育による個別指

導の充実を図る。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学生の講義への出席頻度や勉強意

欲の薄い学生の傾向性といったデ

ータを利用して、成績不良学生と出

席状況について関連を分析し、対策

を検討する。 

3 ・全学的に出席登録を厳格化したことによ

り、より正確な出席データを利用できるよ

うになったため、５月の連休明けと 10 月

の新学期数週間経過時点での出席率を調

査し、出席率の良くない学生をチューター

に連絡し対応を要請した。サポートが必要

と考えられる学生については、教務係と連

携して個別に対応した。 

成績不良の学生については、例年どおり

４月と 10月に GPAと取得単位を基準に要

指導学生をリスト化し、学部内で情報を

共有した。そして必要な学生に対しては、

学部長と個別面談、チューターによる指

導、教室に呼び出しての一斉指導、などを

行った。 

2019 年度入学生より、通年科目で専門演

習を半期２単位に分割したが、それを

2018 年度入学生にも適用することとし

た。 

3 出席率の良くない学生や成

績不良の学生について、個別

のサポートや一斉指導等を

行ったことは評価できる。 
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≪日本文学科≫ 

・学修不順につながる、GPA の推移、

セメスターによる平均的な修得単

位数のデータ把握につとめ、必要に

応じて学生指導に活用する。 

3 ・GPA、修得単位数のデータを活用して、課

題を抱えた学生の抽出と指導を行った。 

3 GPA、修得単位数のデータを

活用して、課題を抱えた学生

の抽出と指導を行ったこと

は評価できる。 

≪美術学科≫ 

・各教員がアトリエに出向いて個別

指導を行い、要対応学生の早期発見

に努める。学科会議、コース会議等

で学生情報を共有し、素早い対応を

行う。また、面談・ミーティングな

どで作品ファイルを活用しながら

個々の学生にとって必要な指導を

行う。 

3 ・継続的に要対応学生の発見・情報共有に

努め、個別指導などを行った。卒業単位が

不足している学生について４月の学科会

議で情報共有し、各コースでの個別の対応

を行った。また、定期的な巡回指導、面談、

ミーティングを継続的に実施した。 

3  

イ 教養教育 

【教務委員会】 

・出席登録状況についてのアンケー

トの結果とともに、ポータルへの出

席登録の必要性を全教員に周知す

る。出席・成績データによる学生指

導への活用を経済情報学部の実施

例をモデルに全学的に行うことを

検討する。 

3 ・出席・成績データは、高等教育の修学支援

新制度（授業料減免と給付型奨学金）に関

して非常に重要となるため、「出席の不正

に関する罰則」を定めるため、授業履修規

定の改正を行った。そして、これまで以上

に出席登録の必要性・公平性を厳密にする

ことを、ポータル・教授会・文書にて全教

員に周知した。要指導学生の指導方法につ

いて、各学科で情報共有を行い、その成果

の蓄積を行った。 

3 「出席の不正に関する罰則」

を定めるため、授業履修規定

の改正を行い、これまで以上

に出席登録の必要性・公平性

を厳密にすることを、ポータ

ル・教授会・文書にて全教員

に周知したことは評価でき

る。 
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（２） 幅広い視野と豊かな人間性を持ち、国際的に通用する人材の育成 

（中期目標）教養教育、国際交流事業等により、幅広い視野と豊かな人間性を涵養し、外国語でのコミュニケーション能力を身につけた国際的に通用するグロ

ーバル人材を育成する。 

①  社会科学と人文、芸術系を

幅広く学ぶ本学独自の教養科

目を充実させる。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・３学科の教員で組織されたワーキ

ンググループを中心にどのような

科目が新設できるのかを議論する。 

3 ・学長・副学長及び事務職員、３学科の教員

によるアクティブ・ラーニング・ワーキン

ググループ会合を５回実施した。会議で

は、尾道を中心とした様々なテーマ（サイ

クリングロード、拳骨和尚等）を、それぞ

れの学科独自のアプローチや視点から調

査し、学生主体による学びを実践できるよ

うな方策を議論した。 

これらの会議では、経済情報学部の学生

の場合、地域の「問題解決」に関するテ

ーマ（商店街の活性化や観光地としての

地域経済のあり方など）を設定し、その

解決に向けて地域へ調査に入ることによ

って、学生が地域に対する関心を持ち、

主体的に学ぶことができるのではない

か、などの意見が交わされた。また、本

学教員が、地域においてどのような活動

を行っているのかについて情報を共有す

るため、全学教員の地域活動を集約し、

学生とともにどのようなことが実践可能

なのかということについても話し合っ

3  
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た。 

さらに議論を発展させるため、これまでの

教員相互の議論に加え、学生たちが、学長

や教員と直接対話ができる場を設け、現

在の学生の関心やアクティブ・ラーニン

グについての意見を聞く機会をもった。

以上のような段階を踏まえ、アクティブ・

ラーニングに対する学生の関心度や意見

を聴取する目的をもって、学生を対象と

した全学的なＷＥＢアンケート「地域を

テーマにした授業新設に関するアンケー

ト」を実施した。このアンケート結果を受

けて、アクティブ・ラーニングを実践する

までには至っていないが、アクティブ・ラ

ーニング会議を開催することによって、

担当教員相互で、本学教員のさまざまな

地域活動についての情報共有ができたこ

と、今後の大学と地域の関係について教

員及び学生がともに考える良い機会とな

った。 

≪美術学科≫ 

・美術学科の学生にとってより有益

な教養科目を検討し、具体的な提案

を行うため、美術系大学での教養科

目のあり方のリサーチを行う。 

3 ・昨年度の意見集約をもとに、東京芸術大

学や広島市立大学などを対象としたリサ

ーチ結果と照らし合わせ、美術学科の学生

のみならず、本学にとって必要と思われる

教養教育科目について検討して取りまと

3  
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めを行った。 

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・経済情報学科専任教員が担当する

「民法入門」を新規開講し、社会科

学分野の教養教育を充実させる。 

3 ・「民法入門」を新規開講し、社会科学の法

学分野を２科目から３科目に拡充するこ

とができた。 

3 「民法入門」を新規開講し、

社会科学の法学分野を２科

目から３科目に拡充したこ

とは評価できる。 

【教務委員会】 

・法律関連の教養科目の新設を行う。

今後提案される新設科目の準備を

行う。 

3 ・新設した「民法入門」が開講した。また、

教養科目について、前期と後期の開講数の

バランスが悪いという指摘があったため、

是正した。 

美術学科の専門科目であり、日本文学科

の開放科目である「タイポグラフィー」

「エディトリアルデザイン」について、

「編集とデザイン」として１つの科目に

再編した。科目が１つ減少することにな

るため、「メディアグラフィックス概論」

を新設した。経済情報学部において、新し

くリメディアル科目として「リメディア

ル数学」を開講することとした。 

3  

② 海外留学等のプログラムの

充実・促進を図るとともに、地

域の歴史や文化への理解を深

める中で、国際社会と積極的

にかかわることが出来る人材

を育成するプログラムを開発

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・「海外英語と専門科目研修プログラ

ム」の実施の詳細準備に入る。 

3 ・2019 年度入学生より、短期海外留学プロ

グラムである特別演習 V・VI が実施される

ことになり、派遣校と調整を行った。参加

人数を増やすために、2019 年度入学生だ

けでなく、2018 年度以前の入学生にも履

3  
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する。 修可能にするための規定改正を行った。 

≪日本文学科≫ 

・「日本文学科文学散歩」に地域文化

についてのフィールドワークを取

り入れて、「おのみち文化スタディ」

（仮称）に発展させた具体化計画を

策定し、その活動の中に留学生と日

本文学科学生の文化交流を組み込

む。 

3 ・地域文化についてのフィールドワークを

取り入れた「おのみち文化スタディ」を企

画・実施し、実施手順や指導上の留意点に

ついて知見を得た。この活動の中に留学生

と日本文学科学生の文化交流を組み込ん

でいる。参加した留学生は４名であった。 

3 地域文化についてのフィー

ルドワークを取り入れた「お

のみち文化スタディ」を企

画・実施したことは評価でき

る。 

≪美術学科≫ 

・台湾国立嘉義大学との交流展を台

湾で実施し、展示作業やギャラリー

トークなどを活用した交流の場を

設ける。 

3 ・台湾国立嘉義大学との交流展は令和元年

５月に実施した。この際には吉原芸術文化

学部長及び小野環教授が展示作業・開会式

に参加し、嘉義大学側の教員・学生と交流

する機会を持った。 

3 

 

 

 

 

イ 教養教育 

【地域総合センター】 

・教養教育科目「尾道学入門」（全 15

回）の外部講師の一部入れ替えを行

い、地域の歴史文化についての新た

な側面を学べるようにする。 

3 ・尾道学入門（全 15回）」は、213名が受講

した。新たに現在の尾道の社会問題を取り

上げたテーマを設定し、それに関わる外部

講師を招いた結果、学生及び一般受講者の

高い関心をひくことができた。また、外部

講師の講義における一般受講者数は、昨年

3 尾道学入門（全 15 回）」を、

213名が受講し、新たに現在

の尾道の社会問題を取り上

げたテーマの設定を行った

り、それに関わる外部講師を

招いた結果、学生及び一般受
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度の合計 85 名から 88 名に若干増加し、

数名の本学教員の受講もみられ、関心の高

さがうかがえた。より専門的で難易度の高

い内容を目指したことで、履修者数は前年

度より 62 名減少、出席不足・単位認定不

足の学生は前年度より４％増加はしたが、

今後は、より専門的で、さらに深く地域学

が学べる土壌を作っていく。 

講者の高い関心をひいたこ

とは評価できる。 

【教養教育委員会】 

・「総合英語」の少人数化の実施状況

を把握し、メリットとデメリットを

整理する。 

3 ・「総合英語」の担当教員による気づきと学

生による授業改善アンケートを検討した

結果、「学生の発言機会が増えた」とか「教

員の目が行き届く」などのメリットが確認

された一方、課題となる問題は特に見当た

らなかった。 

3  

ウ 国際交流 

【国際交流センター】 

・海外協定校の学生を対象に短期研

修交流プログラムの試験的実施を

行う。 

台湾国立嘉義大学教員と本学教員

とのミニカンファレンスを経済情

報学部と協力して本学で実施する。 

4 ・海外協定校の学生を対象とした夏期受入

プログラムを８月 21 日～８月 28 日（９

日間）の日程で実施し、協定校４校（台湾

２、中国１、ベトナム１）から 18 名の学

生が参加した。プログラムの実施におい

て、本学の学生チューター４名を募集し、

留学生の授業サポートをはじめ、さまざま

なサポートを学生チューターが行った。こ

れにより双方の国際理解が深まった。 

・台湾国立嘉義大学管理学部の教員と本学

4 海外協定校の学生を対象と

した夏期受入プログラムを

実施し、海外の協定校４校か

ら 18 名の学生が参加し、尾

道市立大学の学生チュータ

ー４名による留学生の授業

サポートなどにより、双方の

国際理解が深まったことは

評価できる。 
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経済情報学部教員との合同ミニカンファ

レンスを８月 21 日～８月 24 日、本学に

おいて実施し、先方から 10名が来学した。

カンファレンスではそれぞれ 10 名ずつが

発表を行い、学術交流を深めた。 

③ 適切な学期制の検討、効果

的な外国語授業の実施等によ

って、国際的に通用する教育

プログラムを実施する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・クォーター制の利点である講義が

ない期間を作るためには、現行の専

門演習の実施方法を大きく変更す

る必要があるため、この問題につい

て調査・検討を行う。 

3 ・公立大学協会商・経・経営部会に、クォー

ター制に関する照会事項を提出し、回答を

得た。その結果、多くの公立大学が、クォ

ーター制は小規模商経系学部には馴染ま

ないと考えていることが分かった。そのた

め、本学部も積極的にクォーター制を取り

入れていくことはしないこととした。 

3  

≪美術学科≫ 

・美術学科の学修内容やカリキュラ

ムに適した学期制について、全学的

な検討に向けた原案を作成する。 

3 ・他学部や他学科の動向を参考にしつつ、

各コースの年度別カリキュラム等をもと

に、基礎から応用への展開を鑑みて、適切

な学期制について検討した。日本文学科が

クォーター制を取り入れないことを決定

したことを鑑み、美術学科においてもクォ

ーター制導入に関する検討を終了するこ

とで合意形成を行った。 

3  

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・「総合英語」において、アドバンス

トクラスの実施状況を把握し、メリ

3 ・「総合英語」のアドバンストクラス担当教

員による気づきと授業改善アンケートを

検討した結果、授業内容や成績評価の在り

3 課題解決に向けた具体策の

実施について期待する。 
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ットとデメリットを整理する。 方について課題があることが分かった。 

④ 教養教育をより充実するた

め、責任ある実施・運営体制を

整備するとともに、教養科目

の見直し、充実に取り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・教養数学の内容について、各コース

の専門教育科目を学ぶためにどの

ようなカリキュラムが必要か調査

を進め、担当者と協議を進める。 

3 ・２年生からの専門科目「民法 I」と「民法

II」を「民法」の１科目として、１年生か

らの教養教育科目「民法入門」を 2019 年

度入学生から開講した。 

教養数学はこれまで、経済情報学部の学

生のために３クラス開講という状態であ

ったが、基礎数学Ⅰを必修化したことに

より、１クラスのみ開講に戻し、教養教育

科目としての役割に重点を置いてもらう

こととした。代わりに、基礎数学Ⅰを２ク

ラス開講とした。 

3  

≪日本文学科≫ 

・日本の文学・ことば・文化・民俗に

ついて学ぶことの意義を、グローバ

ル人材育成と関連付けて学生に説

明する時間を設ける。 

3 ・必修科目「日本文学概論」「日本語学概論」、

選択科目「瀬戸内文化論」「民俗学Ⅰ」「民

俗学Ⅱ」のそれぞれ第 1 回目の授業にお

いて、日本の文学・ことば・文化・民俗に

ついて学ぶことの意義を説明することを

確認し、実施した。また、選択科目「日本

文学のための英語」では、翻訳されていな

い作品を含め、日本文学の魅力をグロー

バルに発信する重要性や意義について学

ばせた。 

3 各講義において、日本の文

学・ことば・文化・民俗につ

いて学ぶことの意義を説明

したことは評価できる。 

≪美術学科≫ 

・アクティブ・ラーニング、フィール

3 ・現行の時間割の枠内での実施を基本とし

て、美術表現入門などを材料として検討

3  
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ドワーク等を組み入れた教養教育

のあり方について検討する。 

し、美術学科の学生にとって有益な教養教

育科目の案出に活かした。 

イ 教養教育 

【教養教育委員会】 

・英語教育の活性化について検討す

る。 

3 ・英語学習の持続性を高めることを目的と

するプログラム、「英語重点トラック」

(English Track)の案を作成した。 

英語によって授業を行う「Topics in 

Language, Culture, and Society」を人

文科学分野に新設する案を作成した。 

3  

（３）専門的知識と技能を身につけ、社会に貢献できる人材の育成 

（中期目標）高度な専門的知識と技能を持ち、独創的な表現力、高いコミュニケーション能力を育てる教育内容と教育方法を開発し共有することにより、社会

に貢献できる人材を育成する。 

① 組織的な教育実施体制を強

化するため、入学から卒業・修

了までの一貫した組織的な教

育・学修支援体制を構築、並び

により厳格で公正な成績評価

の実施など、高度な専門的知

識と技能を持った人材を育成

する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・成績評価に関するガイドラインの

作成を、全学教務委員会と連携して

進める。 

また主査・副査制度の導入について

推進する。 

3 ・全学教務委員会で作成された成績評価ガ

イドラインに基づき、経済情報学部として

の成績評価ガイドラインを作成した。ま

た、このガイドラインに即して成績評価が

行われているかを、学部教務委員会がチェ

ックすることとした。 

卒業論文の審査体制について、今年度より

すべてのゼミが、「担当教員以外も参加す

るゼミ単位の中間報告会」「担当教員以外

の教員による卒業論文のチェック」「情報

コース卒業論文発表会」のどれかを行うこ

3 卒論の審査体制の強化は、組

織的な教育実施体制の強化

の観点から評価できる。 
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ととした。 

≪日本文学科≫ 

・昨年度の「文章読解・作成能力検定」

実施状況をもとに、運用・活用方法

を改善する。 

同検定の実施結果を基に、日本文学

科の教育上の問題点を抽出する。 

3 ・昨年度の実施において、非常に良い全体

成績を収めており、現在の運用方針を継続

することを決めた。同検定合格を一つの目

途として学生の自己研鑽を促した。今年度

は、準２級に３年生 35 名、３級に１年生

49 名が受検した。 

3  

≪美術学科≫ 

・学部教育と大学院教育により連続

性を持たせるよう検討し、可能なと

ころから改善する。また、学生に対

して提示できる実技科目の評価項

目を整理して、学科としての評価基

準の原案を作成する。 

3 ・個々の学生・院生の能力や制作の方向性

に合わせた学修指導で対応した。 

また、FD 研修会及び昨年度に作成した評

価項目のたたき台をもとにして各コース

で検討を深め、学科会議において共有し

て学科としての評価基準の原案を作成し

た。 

3 各コースで検討を深め、学科

会議において共有して学科

としての評価基準の原案を

作成したことは評価できる。 

イ 教養教育 

【教務委員会】 

・１年次の５月連休明けの出席率を

指標として、出席状況が一定数以下

になる学生・保護者に、書面・メー

ルに加えて電話での呼び出しを行

うことで、初動対応をより実効性の

あるものにすることを検討する。 

3 ・出席管理を厳密にすることを全教員に周

知したことにより、ある程度正確な出席率

による学生の状況把握が可能になった。経

済情報学部では、５月連休明けと 10 月末

に出席率について調査を行い、結果を教授

会にて報告し、指導をチューターに要請し

た。保護者への注意喚起文書について、５

月以外に 10 月にも送付した。 

3 出席管理を厳密にし、ある程

度正確な出席率による学生

の状況把握が可能になり、そ

の結果を指導に活かしたこ

とは評価できる。 

ウ 資格指導 
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【キャリア開発委員会】 

・引き続き企業訪問や企業を招いて

の意見交換会を実施し、社会が求め

る人材や人材育成で企業が本学に

期待することなどの情報を引き続

き収集する。 

学部・同委員会が情報共有し、学生

を指導できる体制を構築する。 

4 ・10月 24 日開催の意見交換会では、企業を

過去の本学学生の採用実績、知名度、業種

等からランク 1・2に選別し、地域を備後、

広島、岡山に分け参加を依頼し 52社 62名

の参加をいただいた。大学で身につけてき

た専門分野の知識・技術等の修得に関する

プレゼンテーション力、運営を学生が担う

ことによる問題解決力、主体性、チームワ

ーク力など、企業が求める人材に関する認

識のもと、今回は学生参加を昨年の 17 名

から 22 名に増員し、課題であった男子学

生の参加も増員させた。ポスターセッショ

ンは新たにインターンシップ報告を加え、

昨年度の４組参加から 7組、キャリアサポ

ートセンターのポスターを含め合計８組

で昨年度の２倍のセッションを行い、参加

企業から大変好評を得た。また、学生に会

場案内、受付、司会、見送りまで進行させ、

企業に本学の学生のことを知っていただ

く大変良い機会となった。 

・意見交換会参加企業を中心にした業界研

究会を２月 10日に実施（58 社参加/岡山・

広島県企業 44社）。参加学生 164名（昨年

103名）に達し、各ブース当たりでの平均

相談者は 15.5人（昨年 6.5 人）で過去最

4 企業との意見交換会におい

て、参加企業の選別や学生の

役割分担などを工夫された

り、業界研究会や個別企業説

明会の開催などにより、全学

科で過去 10 年間で最高の就

職率となったことは評価で

きる。 
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高であった。 

・経済情報学科については、キャリアポー

トセンター、キャリア教員、島根県との情

報共有により、ＩＴ関連企業への内定へつ

なげた。日本文学科については、個別面談

を活発に行い内定へつなげた。美術学科に

ついては、30 件を美術学科に情報提供し

た。美術学科の学生を対象に本学で個別企

業説明会を開催し、40名の参加があった。

その中から内定者も出た。また、個別企業

説明会参加の企業から、本学学生のポート

フォリオの添削や、３年次の研修旅行で企

業見学の申し出があり、実施することがで

きた。その結果、全学科で過去 10 年間で

最高の就職率となった。（経済情報・日本

文学・美術） 

② 将来目標を意識しながら、

実体験を通じて学ぶインター

ンシップ・プログラムや事前・

事後学習等を、学部・学科の専

門教育と繋がった体系的なも

のとする。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・インターンシップを通じて実体験

でき、将来の目標を明確にさせるよ

うな専門領域の知識と技能に基づ

く調査と選別を各コースに依頼し、

それを整理した上で、より効果的な

インターンシップ・プログラムの案

出と、その実行を推進する。 

3 ・本学部所属の教員に対して１月にアンケ

ートを実施し、各教員が担当するゼミや講

義等において学生に教えている内容の中

で、インターンシップに活かせる内容を聞

き取りした。来年度のプログラムに反映で

きるよう、キャリア委員会のインターンシ

ップ担当のスタッフに情報提供し、その上

で、それをもとに来年度の効果的なインタ

3  
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ーンシップのプログラム策定を検討した。 

≪日本文学科≫ 

・日本文学科ポートフォリオの日本

文学科で学ぶ各領域の資質能力を

自己評価する機能に、進路に関わっ

て必要となる資質・能力を記述する

改訂を加える作業を完成する。 

3 ・日本文学科ポートフォリオに、日本文学

科の教育で獲得する資質能力を社会で活

かすことを認知させるための「進路に関わ

って必要な資質・能力」欄を新設した。 

卒業生による「進路ガイダンス」を行った。 

3 日本文学科の教育で獲得す

る資質能力を社会で活かす

ことを認知させるための「進

路に関わって必要な資質・能

力」欄を新設し工夫したこと

は評価できる。 

≪美術学科≫ 

・学生の専攻や希望を鑑みつつ、大学

美術館を活用したインターンシッ

プやＯＪＴ（アルバイト含む）、企業

等へのインターンシップを充実さ

せる。 

3 ・大学美術館を活用したインターンシップ

やＯＪＴ（アルバイト含む）、また専攻に

関連する企業等へのインターンシップを

充実させた。大学美術館で 12 名（院生８

名、学部生４名）がアルバイトを経験した。

なお、本年度は大学美術館でのインターン

シップ希望者はいなかった。企業等のイン

ターンシップに関しては、５日間（単位認

定）に８名、1 日間（届出分）に 15 名が

参加した。 

3  

ウ 資格指導 

【キャリア開発委員会】 

・学生の専門とインターンシップを

どのように結びつけるか、動機付け

や企業選定に力点を置いた事前事

後学習に取り組む。就業体験の報告

書を活用し、各学科の教員と連携を

図りながら、専門教育との繋がりを

4 ・事前学習では、昨年度に引き続き、テキス

トの改定やグループワークの実施など、動

機付けや企業選定に関する内容を強化し

た。特に、企業選定についてはプレエント

リーシートを提出させ、個人面談を行うこ

とで各自の気づきを引き出した。事後学習

では、報告書や成果発表のフィードバック

4 事前学習では、テキストの改

定やグループワークの実施

など、動機付けや企業選定に

関する内容を強化されてい

る。また、企業選定や事後学

修において、各自の気づきを

引き出したり、専門性への自
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意識したプログラムの開発に取り

組む。 

を繰り返し行い、振り返りにおける言語化

や意味付け、専門性への自覚を促した。ま

た、専門教育との繋がりを意識したプログ

ラム開発のため、各学科の教員にヒアリン

グを行い、実習先の新規開拓や打ち合わせ

に活かしている。 

覚を促すなど、専門教育との

繋がりを意識したプログラ

ム開発をされていることは

評価できる。 

（４）教育力の向上 

（中期目標）アクティブ・ラーニングを具体化する教育内容と教育方法の向上を図り、各学科の特性に応じたファカルティ・ディベロップメントを恒常的に実

施する。また、学生が自主的かつ主体的に学習に取り組むための教育施設、学習環境や学習支援体制を整備する。 

① アクティブ・ラーニングの

充実や外国語による授業の実

施等に向け、教員個々の教育

力を向上させるファカルテ

ィ・ディベロップメント活動

を全学的に展開する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・ゼミの課外活動やチューターグル

ープの学外学修を推奨し、高い授業

評価を得た教員、あるいはアクティ

ブ・ラーニングを積極的に実施する

教員による学部内 FD 講演会を開催

して、教員の教育力を高める。 

教員の外国語能力を高めるために

サバティカル制度を活用し、計画

的に実施する。また国際会議や学

生の海外語学研修の引率などの機

会を利用して、教員の語学力を確

実に高めていく。 

3 ・学部内 FD活動として、ゼミの課外活動な

どの学外学修を行っている教員による学

部内 FD 講演会を実施し、教育方法等に関

する意見交換を行った。 

教員の語学力等を向上させる取り組みと

して、学部からサバティカル制度を利用

する教員を 1 名決定し、在外研修を実施

することとした。また、教員が海外語学研

修の引率を行った。 

このほか、国際会議や提携校とのジョイ

ントカンファレンスにおいて複数の教員

が外国語での報告を行った。 

 

3  

≪日本文学科≫ 

・集約したアクティブ・ラーニングの

3 ・全学的に組織された「アクティブ・ラーニ

ングＷＧ」で話し合われたことをもとに、

3 学科授業の「フィールドワー

ク」と学科行事の「尾道文化
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事例をもとにアクティブ・ラーニン

グの新たな展開について、具体案を

示す。 

学科会で意見交換を行った。また、日本文

学科の取り組みとしては、学科授業の「フ

ィールドワーク」と学科行事の「尾道文化

スタディ」について、「問題解決―実地調

査―分析・考察―評価」という問題解決に

即した授業展開で行い、学生の主体的な学

修の実現を目指した。また、研究発表会や、

学会での研究発表、卒業論文中間発表会な

どを通じ、日本文学科学生がアクティブ・

ラーニングを実践した成果を、教員が共有

することによって、お互いの教育力を学び

身につける機会を設けている。 

スタディ」について、「問題解

決―実地調査―分析・考察―

評価」という問題解決に即し

た授業展開で行い、学生の主

体的な学修の実現を目指し

たことは評価できる。 

≪美術学科≫ 

・他分野や他コースの授業を見学、コ

ースの垣根を越えた講評会への参

加などを実施し、意見交換の場を設

ける。 

3 ・５月上旬にデッサン基礎実習（1 年次）の

合同講評会、10 月４日、自画像課題（１年

次）の合同講評会を実施した。 

また、各教員が個別に授業見学等を行っ

た。 

3  

イ 教養教育 

【教育研究推進委員会】 

・全学対象のファカルティ・ディベロ

ップメント講演会を開催する。 

3 ・教育の質の向上のため、11 月に関西大学

教育推進部 特命任命教授を招いて学習評

価の方法であるルーブリックをテーマに

したファカルティ・ディベロップメント講

演会を開催した。この講演会には教職員

35 名が参加し、グループワークを通じ、

教員間でルーブリックや学生評価の課題

3 学習評価の方法であるルー

ブリックをテーマにしたフ

ァカルティ・ディベロップメ

ント講演会を開催し、教職員

35 名が参加したことは評価

できる。 
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を共有することができた。 

② 全学ディプロマ・ポリシー

を具体化したカリキュラムと

その自主学習を促進するポー

トフォリオシステムを整備し

充実させる。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・自己評価カルテの提出を通じて、学

生の自覚的な自主学修を奨励する。

２年生には、３年次以降に履修する

専門演習の選考の際に自己評価カ

ルテの提出を求める。1 年生につい

ても、基礎演習を通して、自己評価

カルテの提出を指導する。 

3 ・新入生オリエンテーションにおいて、新

入生の自主学習を啓発することを目的と

した小冊子「尾道市立大学経済情報学部で

の勉強方法」を配布した。 

自己評価カルテの提出率は、１年生

50.8％、２年生 85.6％であった。また、カ

ルテの利用法や改善点なども意見を聴取

した。日本文学科と調整して、カリキュラ

ムマップとカリキュラムツリーの作成に

着手した。 

3  

≪日本文学科≫ 

・日本文学科ポートフォリオにおけ

る到達目標ガイドラインの改訂版

を試行する。 

3 ・カリキュラム・ポリシーやディプロマ・ポ

リシーと関わらせながら、到達目標ガイド

ラインの修正・見直しを図った。 

3  

≪美術学科≫ 

・各年次のカリキュラムを検証する

とともに、美術学科に則した学修ポ

ートフォリオシステムの実現性を

本学ポータルサイト上での運用を

含め、検討する。 

3 ・日本画・油画・デザインの各コースにおい

て各年次のカリキュラムを検証した。美術

学科に即した学修ポートフォリオシステ

ムについては、評価基準の原案を鑑みて検

討を加えた。 

3  

（５）学生の受入れ 

（中期目標）全国的な入試改革に対応して優れた学生を受け入れるための入試改革を行うとともに、各学部・学科の特長を積極的に広報し、優秀で学習意欲の
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高い学生の受入れを促進する。 

① ３つのポリシーが本学の理

念・目標、学部・学科の特性を

踏まえたものとなっているか

を検証しつつ、それを高校生

や市民等に分かりやすく具体

的に伝える取り組みを強化す

る。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・改訂したアドミッション・ポリシー

の広報に努め、問題点が明らかにな

れば改善を図る。 

3 ・高校における業者開催の進学説明会、あ

るいは本学主催の説明会（広島・岡山・尾

道）等を通じてアドミッション・ポリシー

の周知に努めた。ただ『大学案内』の文言

更新が十分ではないため、今後はこれを改

訂する。 

3 『大学案内』の文言更新に取

り組んでいただきたい。 

≪日本文学科≫ 

・新しいカリキュラム・ポリシー及び

ディプロマ・ポリシーを策定する。 

3 ・新しいカリキュラム・ポリシー及びディ

プロマ・ポリシーの学科案を作成した。 

3  

≪美術学科≫ 

・3ポリシーのうち、とくにカリキュ

ラム・ポリシーの再検証を行うとと

もに、オープンキャンパスや大学説

明会などのあらゆる広報活動の場

で積極的に発信する。 

3 ・3 ポリシーのうちカリキュラム・ポリシー

の再検証を行い、美術学科としての改訂案

を取りまとめた。現行の３ポリシーについ

て、オープンキャンパスや大学説明会の場

において積極的に発信した。 

3 カリキュラム・ポリシーの再

検証を行い、美術学科として

の改訂案を取りまとめたこ

とは評価できる。 

イ その他 

【広報委員会】 

・学生スタッフと教員による対話形

式の学科説明など、昨年度から開始

して好評だった形式のさらなる充

実を図り、より発信力のある広報活

動を展開する。 

3 ・高校進路担当教員との懇談会（岡山・広

島・尾道３会場）における学科説明に関し

ては、引き続き学生と教員の対話形式を採

用した。ただしアンケート結果によれば

（ごく少数の批判的意見ではあったが）形

式に若干のマンネリ感が出ている点も見

3  
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受けられた。同懇談会における美術学科作

品展示も継続し、好評を得た。オープンキ

ャンパスは例年通り実施し、来場者に特に

大きな変化は見られなかった。キャンパス

ツアーは平成 29 年度以来、２年ぶりの開

催となり、しかも７月から 10 月に時期を

移しての実施であったが、十分な来場者数

を確保できた。 

② 大学の理念や各学部・学科

の教育・研究活動を具体的に

分かりやすく情報発信する広

報活動を強化する。 

イ その他 

【広報委員会】 

・各 SNSの特性を活かし、それぞれの

利用者層に応じて、発信する情報の

差別化を図り、SNS を活用したより

効果的な広報活動を展開する。 

3 ・大学ウェブサイトのみならず SNS を随時

更新した。情報差別化及び発信効果の検証

方法については再検討の余地がある。学生

の「コイらじ」出演は継続中である。なお、

SNS に限らず大学広報誌を通じた情報発

信強化にも取り組んだ。大学案内における

経済情報学科全教員研究室紹介欄の新設

及び大学院案内の軽量化を実施し、また尾

大通信秋号を改訂して各学科の特色ある

研究活動を大きく取り上げた。これらの刷

新の効果検証には今後しばらく時間を要

する。 

3 今後も、SNSの活用やラジオ

出演、大学広報誌など、いろ

いろな手法により、情報発信

強化に努めていただきたい。 

③ 少子化の進行や、全国的な

入試制度改革の変化に対応し

た、入試制度の改革と見直し

イ その他 

【入試制度検討委員会】 

・「平成 33 年度（2021 年度）尾道市

3 ・令和２年度から導入予定だった大学入学

者選抜における大学入試英語成績提供シ

3  
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を行う。 立大学入学者選抜の見直しについ

て（予告）」の実施に向け、また新た

な環境の変化に対応して、引続き検

証、検討を行っていく。 

ステムの利用と記述式問題の導入につい

て、令和２年度からの導入を見送る決定が

文部科学省でなされ、これに伴って予告の

見直しを行った。令和３年度（2021年度）

尾道市立大学入学者選抜要項の作成にあ

たっては、これらを加味した上で、調査書

の加点、受験者からの学習調書や学習計画

書の提出等を導入した。 

④ 地元地域の高校や高校生に

対する効果的な広報活動を行

う。 

イ その他 

【地域総合センター】 

・公開講座のチラシを、新たに進路指

導担当者宛へ送付する。送付前後に

連絡して、チラシの校内設置だけで

なく、受験生や在校生に直接広報し

ていただくよう促す。現在チラシ送

付している高校に加え、新規に過去

に本学の受験実績のある高校への

送付を追加し、参加を促す。 

3 ・公開講座のチラシについては、尾道市・福

山市・三原市の高等学校（本学に受験実績

のある高等学校を含む）に加え、留学生会

館（広島市）にも新たに送付を行った。チ

ラシによる広報を行う際、校内におけるチ

ラシの設置だけではなく、学生への周知を

依頼する文面を添付書類として同封した。 

3  

【広報委員会】 

・地域の方を対象とした公開講座に

高校生の参加を促すための情報提

供やコラボレーションによる広報

活動を行う。 

3 ・教育研究活動の具体的紹介に特化させる

など内容を刷新した尾大通信秋号を、広

島・岡山両県の重点高校に送付するととも

に、尾道市役所等にも配布して、周知を図

った。同号は「まちと大学」を副題に、公

開講座等の情報も大きく取り上げた。 

3  

（６）大学院教育 
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（中期目標）各研究科の特色を生かした研究・創作活動を充実させ、社会に貢献できる人材を育成するとともに、留学生及び社会人の受入れ、学部からの一貫

した教育システムを開発する等、それを実現するための体制を整備する。 

① 経済情報研究科・日本文学

研究科では専門能力を生かし

た研究者・指導者養成、美術研

究科にあっては持続的な創作

活動に携わる作家・デザイナ

ーの養成を目指してカリキュ

ラムを充実させる。 

ア 研究科 

≪経済情報研究科≫ 

・引き続き学部生の特別演習におい

て、優秀な学生の確保に努めるとと

もに、海外大学における英語専門科

目と語学の学修ないし研修を組み  

込むことを検討する。 

さらに、大学院早期履修制度の新設

が大学院修士課程進学につながる

よう工夫する。 

また、秋入学制度を整備して社会人

や留学生の受入れを図る。 

3 ・学部の特別演習では優秀な学生が履修し

ており、海外大学において英語により専門

科目を学修する特別演習ⅤとⅥが新設さ

れることになった。これら特別演習を履修

する学生を大学院修士課程への進学に導

くために、大学院早期履修制度を新設し、

本年度に第 1 回目の募集を行った。同時

に、社会人や優秀な学生を大学院修士課程

に呼び込むために、秋入学制度を整備して

入学機会を増やし、本年度は海外協定校へ

周知を行った。さらに、台湾国立嘉義大学

情報管理学科と二重学位協定を締結して、

当方の先方からの留学生の受入れのほか、

当方から先方に留学して英語や中国語を

積極的に用いた学修を展開しうるような

将来の意欲的な学生のために環境整備を

行った。 

4 優秀な学生を大学院修士課

程への進学に導くための大

学院早期履修制度を新設し、

また、社会人や優秀な学生を

大学院修士課程に呼び込む

ために、秋入学制度を整備し

て入学機会を増やし、海外協

定校へ周知を行ったことは

評価できる。 

台湾国立嘉義大学情報管理

学科と二重学位協定を締結

したことは評価できる。制度

設計にとどまらず、学生の送

り出し・受入れが実際に行わ

れることを期待する。 

≪日本文学研究科≫ 

・日本文学研究科院生の修了後の進

路選択に関わって、研究科カリキュ

ラムにおける対応の具体案を策定

する。 

3 ・他大学大学院進学者、教員・学芸員等の専

門職へ就いた大学院修了者等からの情報

収集を行った結果、現在のカリキュラムに

ついて大きな変更は必要ないとの結論を

得た。 

3  
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≪美術研究科≫ 

・大学院生と指導教員の十分なコミ

ュニケーションを基として、学部で

の成果を踏まえつつ研究を展開す

ることができる計画書の作成指導

に取り組む。 

3 ・年度始めの４月に、指導教員と大学院生

との複数回のミーティング、面談を実施し

て研究計画の作成を指導した。 

3 指導教員と大学院生とのミ

ーティングや面談により、適

切な研究計画の作成に期待

する。 

② 学部生の内部進学を進める

ため、学部・大学院一貫教育プ

ログラムの開発・整備に取り

組む。 

ア 研究科 

≪経済情報研究科≫ 

・第 1回目の早期履修制度を実施し、

その実施結果について検討を行う。

また、早期履修制度と特別演習の連

携について検討を行なう。 

3 ・第 1 回目の早期履修の募集を実施した。

申請者は 1名で、審査を通過した。 

特別演習との連携については、特別演習に

おいて早期履修制度の説明を必ず行い、一

層奨励することとした。また、特別演習の

成績が良い学生は、申請条件を緩和するこ

とを検討したが、結論は先送りになった。 

3  

≪日本文学研究科≫ 

・カリキュラムマップを完成する。 

3 ・大学院のカリキュラムマップを作成し、

学部のマッピングとあわせた学部・院連携

のマッピングイメージを作成した。 

3 大学院のカリキュラムマッ

プを作成し、学部のマッピン

グとあわせた学部・院連携の

マッピングイメージを作成

したことは評価できる。 

≪美術研究科≫ 

・学部教育と、進級制作展や修了制作

展を含む大学院教育により連続性

を持たせるよう検討する。内部進学

をさらに推し進めるべく学部生向

けの大学院説明会を開催する。 

3 ・学部の基礎力を育成するカリキュラムを

充実させ、大学院での自主的な制作の基盤

を獲得できるように指導を行った。学部生

に対して、講評やギャラリートークを含め

進級制作展・修了制作展の積極的な鑑賞を

促した。 

3  
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また、日本画・油画・デザインの各コース

においてミーティングや面談などを通

じ、進学希望者を対象に大学院教育につ

いて説明を行った。 

③ アドミッション・ポリシー

に適合する十分な能力と意欲

を持つ人材について、本学学

部卒業生や社会人、留学生な

ど多様な分野からの受入れを

促進する。 

ア 研究科 

≪経済情報研究科≫ 

・第 1回目の秋入学を実施し、その結

果について検討を行う。また、長期

履修制度等について、秋入学者や社

会人等が利用しやすく促進策にな

っているか検討を行う。 

3 ・周知期間を設けるために、秋入学は令和

２年度より実施する。 

長期履修については、申請期限が従来は

入学時であったのを、指導教員と履修・研

究計画の相談後に申請できるように、最

初の履修登録締切まで延長する制度改正

を行うことになった。 

3  

≪日本文学研究科≫ 

・受験生が、これまでに文学やことば

に関して特に何をどのように学ん

できたのか、また入学後に何をどの

ように学びたいのかという見通し

について記述する「学修調書（学び

の履歴と計画）」について、書式や評

価方法を決定する。 

3 ・受験生が、これまでに文学やことばに関

して特に何をどのように学んできたのか、

また入学後に何をどのように学びたいの

かという見通しについて記述する「学修調

書（学びの履歴と計画）」の書式及び評価

の観点の案を作成した。 

3 「学修調書（学びの履歴と計

画）」の書式及び評価の観点

の案を作成したことは評価

できる。 

≪美術研究科≫ 

・さらなる大学院教育の充実を図り

つつ、大学説明会及び関連資料、オ

ープンキャンパス、学生の学外発表

などを通じ、本研究科の認知度向上

3 ・美術研究科の認知度を向上させるべく、

公募展への応募の推奨と作品制作の指導

を行った。 

また、大学美術館において in focus を継

続実施した。 

3  
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の方策を検討する。 

イ 国際交流 

【国際交流センター】 

・協定校に募集要項とともに本学の

資料提供や交換留学生の活動状況

等を報告し、受入れを促進させる。 

 本学との交流を希望されている大

学についての情報を入手し、交流協

定のメリットがあるかどうか検討

する。 

3 ・協定校に交換留学生募集要項を発送する

とともに、国際交流センターが窓口となっ

て相手校の担当者と連絡を取り合い、出願

手続きがスムーズに行えるようサポート

をした。 

・春は 7名、秋は 11 名の交換留学生を受け

入れた。 

・留学生募集の説明会を開催される協定校

に本学の資料を送付したり、教員が協定校

に出向いた際に学生に直接本学の説明を

行うなど、広報に努めた。 

･山東省の聊城大学から交流提携の要請が

あり、国際交流運営委員会で協定について

検討した。中国語圏の協定校はすでにじゅ

うぶんにあるものの、県内の留学生の受入

倍増を掲げる広島県国際課の交流事業が

契機となっていることや、経済情報学部に

おいて留学生受入れの合意が得られてい

ることから、本学経済情報学部と聊城大学

外国語学院間での協定を締結することと

した。 

3 春は 7 名、秋は 11 名の交換

留学生を受け入れたことは

評価できる。 

また、新たな協定について、

検討の結果、経済情報学部と

聊城大学外国語学院間での

協定を締結することとした

ことは評価できる。 

 

ウ 広報活動 
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【広報委員会】 

・大学案内及び大学院案内をよりわ

かりやすい内容やレイアウトに変

更し、各種広報活動に活用する。ま

た、引き続き大学説明会、懇談会、

オープンキャンパス等の周知事業

を充実させる。 

3 ・大学案内は経済情報学科を中心に内容を

改訂し、また大学院案内については従来

の冊子スタイルを廃止して見開きリーフ

レットに改めた。高校進路担当教員との

懇談会では、昨年度の好評を踏まえて対

話形式を踏襲した。その他、高校での説明

会・模擬授業 39 件（昨年 43 件）、ブース

設置相談会 27件（35件）、来学 17件（20

件）の計 83 件の周知事業を展開した。来

学件数自体は減少したが、高校団体訪問

の増加に伴い来学者数は昨年度の 174 名

から 376 名へと大幅に増加した。 

3 高校への周知事業において、

高校団体訪問の増加に伴い

来学者数が昨年度の 174 名

から 376 名へと大幅に増加

したことは評価できる。 

２ 研究の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）研究の活性化 

（中期目標）各教員が高い独創性を持った優れた研究を推進する。また、地域課題に即した研究を促進するとともに、研究成果やゼミ等の教育活動を積極的に

広報し、研究成果を地域に還元していく。 

① 国内外の学会・研究会議で

の発表、査読付き専門誌や学

会誌への論文投稿、展覧会の

開催、学内外の研究者との共

同研究等を促進し、研究の活

性化に取り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・教員の国内外学会参加と発表、学術

雑誌への論文投稿、提携校の教員間

の共同研究を引き続き奨励する。 

現在提携校の台湾国立嘉義大学応

用経済学科との合同カンファレン

スを本学で開催する。 

3 ・教員の国内外学会参加と発表、学術雑誌

への論文投稿、提携校の教員間の共同研究

を奨励した(カンファレンスＷＧ岡本先

生、邵副学長ほか)。また、本学経済情報

学部と台湾国立嘉義大学管理学部の合同

カンファレンスを８月 22 日に本学で開催

した。嘉義大学からは、10 名の教員が来

学し、６名が研究報告をした。本学からは、

3 台湾国立嘉義大学管理学部

との合同カンファレンスを

尾道市立大学で開催し、発表

した論文の一部が特別論文

として刊行されたことは評

価できる。また。協定校の参

加教員１名を受け入れ、学術

研究の交流を推進したこと
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18 名が出席して、４名が報告した。 

その結果、発表した論文の一部が本学経済

情報論集の特別論文として投稿され、刊行

された。 

また、協定校側の参加者から本学におい

て、在外研究を行いたいとの申し出があ

り、１名の教員を受け入れ、本学教員との

学術研究の交流を推進した。 

は評価できる。 

≪日本文学科≫ 

・研究成果の効果的な公開のあり方

を、他研究機関の例をもとに、検討

する。 

3 ・国文学研究資料館・国立国語研究所のサ

イトマップを参考に、学科教員の出版物リ

スト、談話会や公開講座等のタイトルリス

トなど対外的にアピールすべき情報を整

理し、インターネット上に公開することを

決めた。 

3 学科教員の出版物リスト、談

話会や公開講座等のタイト

ルリストなど対外的にアピ

ールすべき情報を整理し、イ

ンターネット上に公開する

ことを決めたことは評価で

きる。 

≪美術学科≫ 

・各教員が間断なく制作・研究に取り

組み、国内・外での成果発表を積極

的に行うとともに、学内外への成果

の発信について検討する。 

3 ・各教員が間断なく制作・研究に取り組み、

国内外において成果発表を積極的に行っ

た。成果発信については、従来の手法に加

え、個々の教員による発信と合わせて検討

すべきであるとの課題を抽出した。 

3  

イ 施設整備 

【教育研究推進委員会】 

・引き続き、C棟のファカルティラウ

ンジの設置を含め、日常的に共同研

究の萌芽が得られやすく、実現可能

1 ・日常的に研究の萌芽が得られやすく、実

現可能性の高い環境づくりを目指してい

る。他利用のものの用途変更等、引き続き

検討を行った。 

1 実現に至らなかった課題等

を分析し、必要に応じた施設

整備を進めていただきたい。 
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性の高い環境を具体的に検討する。 

② 教員、学生等の研究活動を

公開するコンテンツを設け

て、研究活動の成果を社会に

還元する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・教員のみならず、教員と学生の共同

研究の情報を公開するなど、掲載情

報の量的のみならず質的な充実と

多様化を図る。 

3 ・『尾大通信』秋号を抜本的に改訂して紙面

構成を改め、学生も参加する産学連携研究

を大きく取り上げた（情報コース木村・本

田研究室）。他コースの活動も含め、今後

も共同研究等積極的に紹介し、広報活動の

量的・質的向上につなげる。 

3  

≪日本文学科≫ 

・学科の枠組みを越えたものを含め、

教員・学生の研究活動における日本

文学科の貢献度を可視化するため

の指標を定める。 

3 ・日本文学科教員及び学生の研究成果を可

視化する指標案を作成した。 

3  

≪美術学科≫ 

・大学美術館やサテライトスタジオ

を活用し、地域へ向けた成果発表を

行うとともに、ホームページにおけ

る発信内容等の素案を作成する。 

3 ・大学美術館やサテライトスタジオその他

の機会を活用しつつ、教員及び学生の研究

活動を地域へ向けて発信した。ホームペー

ジにおける発信内容等については、個々の

教員による発信との連携について引き続

き検討することとした。 

3 大学美術館やサテライトス

タジオその他の機会を活用

しつつ、教員及び学生の研究

活動を地域へ向けて発信し

たことは評価できる。 

ウ 広報活動 

【広報委員会】 

・ホームページリニューアルのため

のワーキンググループを中心に教

員・学生の研究教育活動の成果を集

2 ・ワーキンググループでの意見を元に広報

委員で構成するウェブサイト小委員会に

てリニューアルについて検討した結果、各

学科・部署ごとに内容の充実を図るべく方

2 内容が充実したホームペー

ジとなるよう検討していた

だきたい。 
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約し、情報発信について改善する。 向性を検討するのが最善である旨の結論

に落着した。まず、８月に SSL 対応を行

い、２月に各学科のコンテンツを教員自身

が作成するための体制を構築した。 

（２）研究の実施体制 

（中期目標）学内外の共同研究や産学連携を推進するとともに、必要な支援体制を整備する。また、科学研究費補助金等の外部研究費の積極的な獲得を目指す。 

① 学内研究費を活用した教員

の個人研究・共同研究を推進

するとともに、科学研究費補

助金等外部資金への申請率を

教員の 70％以上となるよう取

り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学部内で科学研究費補助金申請の

意見交換会を開催して、科学研究費

補助金等外部資金の申請ノウハウ

を共有する。 

3 ・科研についての学部内意見交換会を開催

し、教員９名が参加した。そこでは、(1)

科研の執行可能時期を早める必要がある

こと、(2)科研の場合のみ図書の立替払い

を認めることが、科研の申請の動機付けに

有効との意見が得られた。また初めての取

り組みとして、科研の申請案を供覧して、

意見を述べる会を 10月に開催した。 

3  

≪日本文学科≫ 

・学科の仕組みとしては完成した。今

後は継続して実施するとともに内

容の充実に努める。 

3 ・美術学科と共同で、科研申請検討会を開

催した。 

3  

≪美術学科≫ 

・科学研究費補助金申請に向けた有

志の勉強会を開催するなどの申請

ノウハウを共有しつつ、積極的に外

部資金への申請を行う。 

3 ・科学研究費補助金の書類について、有志

の勉強会を開催し外部資金への申請を行

った。 

3  
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イ その他 

【教育研究推進委員会】 

・科学研究費補助金申請に関する全

学を対象とした外部講師による講

演会や、個別相談会を開催する。 

3 ・９月にロバストジャパン㈱から講師を招

いて科研費申請のための講演会を開催し、

教職員 23 名が参加した。制度の変更、採

択率の変化、申請に対し採択される傾向、

注意点などについての研修を行った。 

3 外部講師による講演会の研

修成果に期待する。 

② サバティカル制度の充実、

学内競争的資金等の活用によ

り、学内外の共同研究を推進

する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学内競争的資金の効果的活用及び

学内外の共同研究を推進してその

有効性を検証する。 

3 ・学内競争的資金は有効に活用されてい

る。2019 年度の申請は４件で、採択は４

件であった。その内１件は、学内の共同研

究の申請であった。科学研究費助成金の共

同申請は３件で、継続中の共同研究は５件

である。この他に国内外の共同研究１件が

進行している。協定校である台湾国立嘉義

大学と尾道市立大学経済情報学部との合

同カンファレンスを 2019 年８月 22 日に

尾道市立大学で開催した。 

3 引き続き、学内競争的資金を

有効に活用し、研究の推進に

役立てていただきたい。 

≪日本文学科≫ 

・共同計画の第 1段階として、読む・

書く・話す・聞く技術の向上のため

のルーブリック評価のデータを取

り、学科教育の成果と課題を抽出す

る。 

3 ・11 月実施の「３年生研究発表会」におい

て「研究発表のルーブリック」を使用して

パフォーマンス評価を行い、データの収

集・分析を行い、指導の要点を抽出した。 

3  

≪美術学科≫ 3 ・公募展に向けた研究会への参加など学外 3  
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・学外の共同研究を積極的に展開す

るとともに、学内の共同研究につい

て、可能なものから実施する。 

の共同研究を積極的に展開した。学内の共

同研究については、その成果を大学美術館

の展覧会（素描、感覚のかたち）ほかで発

信した。 

イ その他 

【教育研究推進委員会】 

・学内競争的資金への応募を増加さ

せるために、周知時期、方法等を検

討し、募集の広報に努める。 

3 ・学内競争的資金への応募を増加させるた

めに、全教員にメールを送信して当該資金

についての周知を図った。さらには９月に

外部講師（ロバストジャパン㈱）を招いて

科研費申請に関する講演会を開催し、科研

費申請募集の広報に努め、申請への動機づ

けを行った。 

3  

 

 

 

 

 

３ 学生への支援に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）学習の支援 

（中期目標）学生の進路や達成目標に沿った履修指導、学習支援、進路支援等を適切に行う。また、学習に課題を抱える学生について、個々の学生の状況や特

性を踏まえた卒業までの支援を行う。 

① ポートフォリオ・自己評価

カルテを用いた学生自身によ

る自己管理と、共有化した情

報を活用したチューター等に

よるきめ細かな学習支援・進

路支援に取り組む。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・カルテの記入内容と成績の関係性

について分析を進める。記入方法の

見直し、教員間の情報共有、効果的

な学習支援としての情報利用を図

る。 

3 ・出席登録を厳格化して、ほぼすべての授

業科目で出席状況をポータルに登録する

ようになった。それにより、正確に出席状

況が把握できるようになり、早期発見と警

告、情報共有が可能となった。 

自己評価カルテの効果的な利用法や改善

点について意見聴取を行った。 

3  
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≪日本文学科≫ 

・日文ポートフォリオのデータを分

析し、課題を析出にする。 

3 ・日文ポートフォリオのデータを分析した

結果、学生が自己分析をする機会を定期

的・継続的に設ける必要性が確認され、今

後、「ルーブリック」を使用したパフォー

マンス評価をポートフォリオに活かすこ

ととした。 

3 策定したルーブリックを用

いて、教育の改善に役立てて

いただきたい。 

≪美術学科≫ 

・各年次のカリキュラムを検証する

とともに、美術学科に則した学修ポ

ートフォリオシステムの実現性を

検討する。 

3 ・日本画・油画・デザインの各コースにおい

て各年次のカリキュラムを検証した。美術

学科に即した学修ポートフォリオシステ

ムについては、評価基準の原案を鑑みて検

討を加えた。 

3  

イ その他  

【自己点検・評価委員会】 

・授業改善のために「授業評価アンケ

ート」を「授業改善アンケート」と

名称変更することを検討する。アン

ケート結果については分析方法や

教員の対応例の共有などの具体的

な方策を検討し、提案を行う。 

3 ・「授業評価アンケート」は「授業改善アン

ケート」と名称変更することを決定し、前

期から名称変更をした。ただし、ポータル

システムでは技術的な理由により一部「授

業評価」の表記が残っている。 

・11月に愛媛大学より講師を招いて「効果

的な授業アンケートの活用方法」と題する

研修会を開催し、自己点検・評価委員を中

心に 10 名がアンケート結果活用の具体的

方策について研修した。 

3  

② 成績不良者・退学者数を減

ずる課題整理と体制整備を行

う。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学生の出席状況をポータルに登録

3 ・出席管理の厳格化を全教員に周知したこ

とにより、出席状況のポータルへの登録は

3 出席管理の厳格化を全教員

に周知したことにより、出席
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することを教員に周知し、出席状況

の悪い学生の早期発見と警告、情報

共有を行う。 

改善した。それにより、より正確な出席状

況を把握できるようになったため、要注意

学生の早期発見・情報共有・指導が可能に

なった。５月連休明けと 10 月末時点での

出席率を調査し、問題のある学生の情報を

共有し、チューターに指導をお願いした。 

成績不良の学生については、例年どおり４

月と 10 月に GPA と取得単位を基準に要指

導学生をリスト化し、学部内で情報を共有

した。そして必要な学生に対しては、学部

長と個別面談、チューターによる指導、教

室に呼び出しての一斉指導などを行った。 

状況のポータルへの登録が

改善し、それにより、より正

確な出席状況を把握できる

ようになったため、要注意学

生の早期発見・情報共有・指

導が可能になったことは評

価できる。 

≪日本文学科≫ 

・問題を抱えている学生の課題を整

理し対応を統括する学年担当者が

中心となって、学科教員が連携して

指導に関わる仕組みを充実する。 

3 ・問題を抱えている学生については、学科

会で随時報告しあい、確認しながら対応を

とっている。また、各学年担当を決め、学

生の４年間の修学状況を半年ごとに把握

できる体制を整えている。特に障害を抱え

ている学生については、担当者が中心とな

って、学科全体で、また障害学生支援委員

会と連携して対応をとっている。 

3  

≪美術学科≫ 

・巡回指導や面談などによって、個々

の学生を適切に把握する。コース会

議、学科会議等で情報共有を行い、

素早い対応をする。 

3 ・巡回指導、面談、ミーティングを継続的に

実施し、要対応学生の発見・情報共有に努

め、個別指導などを行った。卒業単位が不

足している学生について４月学科会議で

情報共有し、各コースで対応した。 

3  
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イ その他 

【教務委員会】 

・成績不良者に警告を行うことにつ

いて、分析の結果を用いて早期の発

見対応が可能になる具体策を検討

し、可能であるならば実施する。 

 素行不良学生について、具体的なケ

ースの情報提供を行うことにより、

注意喚起を行う。 

 出席登録のカードリーダーの不正

使用について、罰則を学生便覧に明

文化する方向で検討を行う。 

3 ・成績不良者の正確な出席率のデータを収

集するために、出席登録の不正に対する罰

則について、履修規程の改正を行った。合

わせて、ポータルへの出席登録を原則義務

化することを全教員に周知した。 

素行不良学生については、具体的なケース

の情報を得ることが出来なかった。  

  

3  

③ 障害のある学生に対する修

学支援を強化するため、障害

に関する研修を実施するとと

もに、サポート学生を養成し、

ピアサポート体制を構築す

る。 

イ その他 

【障害学生修学支援委員会】 

・障害や障害学生就学支援に関する

研修を実施する。 

コーディネーターを採用し、サポー

ト学生の養成やピアサポート体制を

構築するための調査・研究を進める。 

3 ・ハラスメント委員会と共催で「セクシャ

ルマイノリティについての基礎知識」とい

う題の講習会を開催した。 

コーディネーターを採用し、ピアサポート

体制を充実させた。サポート学生の養成

には至らなかった。 

2019 年度において修学支援の対象となる

と判断したのは 27 件。それぞれケース会

議を開催し、対処した。 

3  

（２）学生生活の支援 

（中期目標）学生が心身ともに健康で充実した大学生活を送ることができるように、学習・生活環境、課外活動、就職活動、その他学生の自主的活動を支援し、

活性化を図る。 
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① 学生の経済状態、心身の健

康状態、アルバイトや課外活

動など、学生生活全般の状況

を的確に把握し、指導する体

制を整備する。 

イ その他 

【学生委員会】 

・第１回目の実施となった《学生生活

実態調査》の結果を解析し、学生の

生活面において危惧される問題点

を洗い出すとともに、学習活動をよ

り適切に支援できるよう、調査結果

のフィードバックの具体的あり方

について検討を行う。 

3 ・第１回《学生生活実態調査》の結果を精査

し、問題点があると判断される調査項目を

抽出した。特に、予復習に関わる学習時間

に対する質問の設定、チューター教員と学

生とのコミュニケーションの頻度に関し、

委員会として問題点の把握、 共有をはか

った。あわせて、より有意な調査データを

得るための調査項目の見直しを関連委員

会とともに行った。次年度の第２回《学生

生活実態調査》の参考とするため、《学生

生活実態調査報告書》の利用状況に関する

アンケートを実施した。 

3 第１回《学生生活実態調査》

の結果を踏まえ、適切な学生

指導等につなげていただき

たい。 

② 教職員が連携し、学生の自

主性を尊重しつつ、成績や適

性に応じた進路支援体制を構

築する。 

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・学生の企業研究や将来の就職に、よ

り効果的に結びつくインターンシ

ップを実現するため、学部内のコン

センサスと推進体制を確立し、各チ

ューターとキャリアサポートセン

ターとの連携による学生支援を行

う。 

3 ・毎月定期的に開催しているキャリア開発

委員会の内容を、すべての定例教授会にお

いて本学部の教員に情報公開を行ってい

る。インターンシップに関する情報を始

め、例えば各月の内定率、企業との意見交

換会や合同説明会など、教員が共有すべき

であると考えられる情報を適時伝達し、必

要に応じて協力を依頼している。     

3  

≪日本文学科≫ 

・継続して、日本文学科の学生の特性

に応じた進路選択に関する情報提

3 ・今年度、7月 5 日及び 7月 26 日に日本文

学科の卒業生を講師とする日本文学科独

自の進路ガイダンスを実施した。将来の進

3 日本文学科の卒業生を講師

とする日本文学科独自の進

路ガイダンスを実施し、有用
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供ができるよう、進路ガイダンスの

企画検討を進めていく。 

路決定のために有用な情報の提供を行い、

参加学生と講師の質疑応答も活発に行わ

れた。参加学生数は、主な対象である 

1 年生を中心に、のべ 65名であった。 

な情報提供の拡大を図った

ことは評価できる。 

≪美術学科≫ 

・面談等を通して学生の進路希望を

把握し、専門性をより活かせる進路

等のアドバイスを行う。美術学科と

キャリアサポートセンターとの連

携のあり方を再検討する。 

3 ・個別の面談などを通じて進路のアドバイ

スを行った。美術学科とキャリアサポート

センターとの連携のあり方を検証し、美術

系の求人情報などの迅速な伝達に努めた。 

 

 

 

3  

イ その他 

【キャリア開発委員会】 

・学内業界セミナーをさらに充実さ

せ、受講者数を１回あたり 50 名程

度に増やし、多くの学生へ産業や職

業に関する理解を深める機会を提

供する。業界セミナーを通して大学

が考える「行かせたい企業」を意識

させる。 

3 ・少人数によるワークや集中講義を除くと

年間の平均受講者数は 37.9 名であった。 

エントリー対策等の講座では一定程度、参

加学生の見込めるものの、業界セミナー

では一講座につき一業種であることか

ら、当該業種に関心のない学生の呼び込

みに課題が残った。 

3  

③ 学生生活に困難・問題が生

じた場合の対応について、危

機管理マニュアルやハラスメ

ント防止マニュアルを含めて

点検・見直しを行い、より効果

イ その他 

【ハラスメント委員会】 

・マタニティハラスメント等、新しい

ハラスメントを加えたハラスメン

3 ・教職員向けのハラスメント防止マニュア

ルにマタニティハラスメントについての

記載を加えた。 

3 教職員向けのハラスメント

防止マニュアルにマタニテ

ィハラスメントについての
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的なサポート体制を確立す

る。 

ト防止マニュアルが必要かを検討

する。 

記載を加えたことは評価で

きる。 

（３）キャリア形成の支援 

（中期目標）就業力の育成とともに、将来にわたってキャリアを深め、社会で中心的な役割を担うことができるキャリア教育の充実を図る。 

① 国内外のインターンシップ

や実践的な演習を取り込ん

だ、キャリア教育科目の体系

的な整備を図る。 

【キャリア開発委員会】 

・就業体験先の見直しを行うととも

に、受入れ先を新規で社選定の上、

教育的効果の高い就業体験プログ

ラムの開発に協働して取り組む。学

修成果の可視化に向け、評価システ

ムを開発する。 

4 ・昨年に引き続き、就業体験先の見直しを

行い、受入れ先を新規で５社開拓し、２社

については本年度、３社については来年度

実施に向け、受入れ先企業と協働して教育

的効果の高い就業体験プログラムの開発

に取り組んでいる。昨年度新規開拓した企

業でインターンシップを行った学生から

内定者が出るなど、就職先の選択肢を広げ

る意味でも確実な成果を上げている。 

学修成果の可視化に向けては、事前事後学

習を含めたインターンシップ期間に数回

「現状確認シート」の記入を実施し、各自

の成長や気付きを確認できるシステムを

構築中である。 

4 就業体験の受入れ先を新規

で５社開拓したり、受入れ先

企業と協働して教育的効果

の高い就業体験プログラム

の開発に取り組んでいるこ

とは評価できる。 

さらにインターンシップの

成果を上げるため、学修成果

の可視化に向けたシステム

構築に期待する。 

② 社会人基礎力を育成する課

外講座を実施する。企業等と

の連携によるセミナーを開催

し、学生への情報発信、職業

観・勤労観の育成を図る。 

【キャリア開発委員会】 

・地元企業や新たにつながりの出来

た企業から協力いただきラーニン

グコモンズを利用した少人数のセ

ミナーをさらに充実させる。 

セミナーを通して、職業観・勤労観

の育成を図るとともに、少人数とす

3 ・合同企業説明会等で知己を得た企業や卒

業生が活躍している企業にきていただい

て、少人数のセミナーを行った。 

なかでも、卒業生が講師の場合、受講学生

にとって一種のロールモデルとなり、働く

ことはどういうことか、講師の方を通して

社会で求められる人材像とは何か、今大学

3  
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ることで学生の積極的な発言を促

し、企業が求める人材として最も重

視しているコミュニケーション能

力を高める。 

で学ぶべきことは何か、を意識するきっか

けとなった。 

③ 関係部署が連携して、卒業

生の進路・活動の実態を把握

して、キャリア形成に役立つ

情報の整備と共有化を行う。 

【美術館】 

・インフォーカス展、自主企画展にて

卒業生の進路調査を行う。 

インフォーカス展にて出品者（卒業

生）のポートフォリオを収集しキャ

リア形成へ向けた資料を蓄積する。

卒業生である職員が企画段階から関

わることによって職員のキャリアア

ップを図ると共に美術館の展示内容

の質の向上に繋げる。 

4 ・計画通り出品者のポートフォリオを収集

し資料の蓄積をすることが出来た。美術館

職員が中心に企画することにより物語性

のある、特徴ある展示を実施出来た。 

4 インフォーカス展にて、計画

通り出品者のポートフォリ

オを収集し資料の蓄積をす

ることが出来たことは評価

できる。 

【キャリア開発委員会】 

・学科別にロールモデルとなる卒業

生を招いての講演会を実施する。 

講演者を選定する際に、地元出身で

はないが、尾道に残って活動してい

ることを考慮する。在籍者の７割以

上を県外出身者が占めるため、尾道

で活動している卒業生に行っても

らうことで、尾道への理解を深めて

もらい、卒業後に尾道に残ることも

選択肢の一つとして意識をさせる。 

3 ・後期授業「キャリア形成演習」の中で、地

元尾道の優良企業に就職した卒業生（経済

情報学部、芸術文化学部より各 1名）をゲ

ストスピーカーとして招き、ディスカッシ

ョン形式での講演会を行った。学生が日頃

接することの少ない BtoB 企業で活躍する

卒業生から事業内容や仕事の実際を紹介

していただき、また質問に答えていただく

ことで、働くことをより身近に感じ、地元

企業や関連業界に関心を持つ機会となっ

た。受講生からは「尾道のような素敵な街

3 地元尾道の優良企業に就職

した卒業生をゲストスピー

カーとして招き、ディスカッ

ション形式での講演会を行

ったことは、尾道への理解を

深めてもらうことに資する

もので評価できる。 
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を形作る一因となるような仕事に就ける

ことも幸せだと感じた」など、各自の視野

が広がった様子がわかる感想が多く寄せ

られている。 

（４）経済的支援 

（中期目標）奨学金制度や授業料減免等、学生への経済支援の充実を図る。 

① 奨学金制度の学内への周知

や授業料減免制度の改善など

により、生活面での学生支援

体制の整備を行う。また、学生

への支援費がより利用しやす

くなるように、制度の改善及

び利用の促進を行う。 

【学生委員会】 

・《学生生活実態調査》の結果を踏ま

え、奨学金制度及び授業料減免制度

についての検討を行う。また奨 

学金及び授業料減免制度に関す 

る広報についても、これまでと同 

じく、適切に周知をはかっていく。

学生指導費・チューター会合費の効

果的利用を促すための改善案を作

成する。 

3 ・奨学金制度及び授業料減免制度について

その利用状況を確認した。また、学生指導

費・チューター会合費については直近３年

間のデータから予算執行率が 60%前後で

推移していることを確認し、より効果的な

運用が必要な状況にあると判断した。これ

を受け、これら費目の効果的利用を促すべ

く、執行状況を全教員に周知した。加えて、

申請の手続きが煩瑣であったチューター

会合費の請求書式をより利用しやすい形

式へと改め、次年度からの運用を決定し

た。 

3 制度の周知に努め、効果的な

運用を進めていただきたい。 

【事務局総務】 

・国の大学無償化の施策を踏まえ、学

生への経済的支援の充実を図る。 

3 ・大学等における修学の支援に関する法律

等の制定を踏まえ、授業料、入学料減免に

関する規程を整備するとともに、支援対象

となる機関要件の確認を受け、令和２年度

から修学支援制度を施行することとした。 

また、罹災世帯、大学院生への授業料減免

3 授業料、入学料減免に関する

規程を整備するとともに、支

援対象となる機関要件の確

認を受け、令和２年度から修

学支援制度を施行すること

としたことは評価できる。 
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制度を継続して実施することとした。 

第５ 地域貢献及び国際交流に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 地域貢献に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）地域社会との連携・協働 

（中期目標）地域社会、企業、諸団体、学外教育研究機関等との連携・協働を推進し、大学が持つ多様な知的資源を地域に還元することで、経済、文化、教育等

の発展に貢献する。 

① 地域との交流・連携により、

地域を学びの場とする教育、

地域課題に取り組む科目の充

実を図るとともに、その研究

成果を地域に還元する。 

【地域総合センター】 

・美術学科の地域活性化企画への協

力や、尾道地域活性のための活動・

イベントへの参加者を積極的に募

集し、地域との結びつきを図る。 

4 ・尾道市及び県内外各所において美術学科

による地域課題＋地域活性化企画をはじ

め、各種展覧会（個展・ギャラリートーク

を含む計 26 回程度）を実施し、多くの来

場者の関心をひいた。経済情報学科では、

学生と教員による地元企業との共同研究

により、AI を活用した「ちりめんじゃこ

に含まれる異物の検出」に成功し、地域経

済に貢献した成果として新聞等において

発表された。また、尾道市の伝統産業の今

後や起業計画に関するゼミを尾道市内で

開催し、尾道市の抱える問題について広く

一般市民とともに考える機会を設けた。日

本文学科では、中国新聞主催の中国短編文

学賞大賞を受賞した学生がおり、文学研究

を通して地域に対して広く「知」の還元を

行った。その他、地元書店との共同でのビ

ブリオバトル、他大学講師を招いた各種講

4 美術学科による地域課題＋

地域活性化企画をはじめ、各

種展覧会（個展・ギャラリー

トークを含む計 26 回程度）

の実施や、経済情報学科での

地元企業との共同研究、日本

文学科の学生による中国新

聞主催の中国短編文学賞大

賞の受賞などを通して、地域

との結びつきが図られたこ

とは評価できる。 
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座など多種多様な地域課題への取組に関

する活動を行った。 

【図書館】 

・引き続き、学内発行物のリポジトリ

登録をして、広く公開していく。 

3 ・本年度の学内発行物のリポジトリ登録数

は 485件（総件数は 2,702件）であり、予

定通りに公開を進めている。 

3  

【サテライト施設】 

・学生教員の街中拠点として展覧会、

各学科の授業、ゼミ、市民向け講座

等の開催、ワークショップ、一般団

体への開放等、交流の場として活用

する。 

・「稲田全示 退任記念展」を開催す

る。 

3 ・「美術研究科進級制作展」、「協定校からの

留学生向け日本文化研修の開催」、「美術学

科各コース実習授業及び作品展示」、「尾道

文学談話会（日本文学科）」、「デザイン地

域活性化企画展示」、「経済情報学科 各ゼ

ミ、授業」、「稲田全示退任展」、「日本文学

科光原ゼミ卒業制作作品展」、「第 16 回卒

業制作展 第 14 回美術研究科修了制作展

（尾道市立美術館、大学美術館）」、「民間

団体展」等、幅広く市民、地域交流の場と

して活用した。 

3  

【教養教育委員会】 

・地域との関りについて、さらに取り

組みを発展させることが可能かど

うかを検討する。 

3 ・地域と関りの強い教養教育科目におい

て、教育環境や内容を改善する必要性を見

出した。その結果、「地域の伝統文化（囲

碁）」の履修手続きの簡素化、「建築環境論」

の受講人数の適正化、「尾道学入門」の講

師の交代が行われた。 

3  

（２）地域への学習機会の提供 

（中期目標）地域との活発な交流を推進し、公開講座、公開授業、社会人の受入れ等を充実させることにより、地域に多様な学習機会を提供する。 
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① 地域との交流の場を増加さ

せるとともに、公開講座・公開

授業等生涯学習の場を毎年 50

件以上創出する。 

【地域総合センター】 

・公開講座・公開授業を、昨年度以上

の件数（42回以上）開催する。アン

ケート調査により、参加者の希望す

る講座を把握し、積極的に開催す

る。今後多くの市民に興味関心を持

ってもらうため、広報活動の充実を

図る。 

4 ・教養講座・文学談話会・尾道学入門・美術

学科の展覧会（ギャラリートークを含

む。）・各学科ゼミの公開ゼミナール・コン

ピュータ講座など、合計 54 回の公開講座

を開催した。多数の講座を開催したことに

よって、学生や教員の研究活動を地域に還

元できる機会を多く設けることができた。

また、教養講座等では前年度までの参加者

によるアンケート結果にもとづいて関心

あるテーマを設定した。 

4 教養講座・尾道学入門など、

合計 54 回の公開講座を行

い、学生や教員の研究活動を

地域に還元できる機会を多

く設けたことは評価できる。 

【情報処理研究センター】 

・本学の教員による市民向けのコン

ピュータ公開講座を２回、外部の 

講師を招いて行う情報科学研究 

会を２回開催する。さらに教職員向

けと学生向けの情報セキュリティ

の研修会を開催する。 

3 ・以下の通り開催した。なお、５と６につい

ては、コロナウイルス感染拡大防止の観点

から中止した。 

１．第 31回情報科学研究会 

日時：2019/11/11（月）14:50～16:20、場

所：C 棟 C4教室、講演者：松本 慎平先

生（広島工業大学准教授）、講演テーマ：

「プログラミング学習支援研究の最新動

向と展望」、参加者数：34名（教職員８名、

学生 22名、一般４名） 

２．第 32回情報科学研究会 

日時：2019/12/５（木）13:10～14:40、場

所：E棟 401 教室、講演者：隅谷 孝洋先

生（広島大学准教授）、講演テーマ：「教育

における ICT 活用と著作権」、参加者数：

3  
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36 名（教職員 12 名、学生 17 名、一般７

名） 

３．コンピュータ公開講座２月 

講座名：鳥はなぜ群れながら飛ぶのか（マ

ルチエージェントシステムによるシミュ

レーション）、日時:2020 年２月８日（土） 

13 時 00 分～15 時 00 分、場所：C 棟２階

C3 教室、担当：川勝 英史先生（本学 経

済情報学部 教授）、参加者数：４名 

４．情報セキュリティ研修会（学生向け） 

日時：2019/12/19・20（16：30～17：30）、

対象：１学年（全学部）、演題：情報モラ

ルとセキュリティの基本、講師：南郷 毅

（本学 経済情報学部 准教授）、参加者

数：306名 

５．コンピュータ公開講座３月※中止 

講座名：EXCELを用いたデータ分析実践、

日時：2020/3/14日（土）13:00～15:00、

場所：C 棟 C3 教室、担当：金田 陸幸先

生（本学 経済情報学部 講師） 

６．情報セキュリティ研修会（教職員向け）

※中止 

【美術館】 

・進級制作展、デザインコース教員

展、インフォーカス展、卒業制作・

4 ・それぞれの企画を予定通り実施すること

ができた。デザインコース教員展では、（公

財）エネルギア文化・スポーツ財団より 20

4 各企画を予定通り実施した

ことは評価できる。 
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修了制作展、自主企画展、素描展に

てギャラリートークを実施する。 

授業作品展、自主企画展にてワー

クショップを実施する。                                                                      

カリキュラム展にて子ども学芸員

の旅を企画している。計 9件 

万円の助成を受けることができ、来館者に

図録を無料で配布することができた。 

【サテライト】 

・展覧会、各学科の公開ゼミ、尾道文

学談話会等で 40件以上開催する。 

3 ・公開ゼミ（経済情報学科）６件、美術学科

実習２件、尾道文学談話会 12 件、美術学

科展覧会９件、日本文学科作品展１件、協

定校留学生向け研修１件、地域団体等展覧

会 10 件等 1ヶ月間にわたる長期間の展覧

会を含め、41件を開催した。 

3  

２ 国際交流に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）グローバル化の推進 

（中期目標）大学のグローバル化を推進し、海外交流協定校等と学生及び教職員の国際交流を活発に行う。また、国際交流の体制を整備するとともに、海外か

ら優秀な留学生を積極的に受け入れる。 

① 海外大学との提携を増や

し、提携校との交換留学を拡

大し、受入れ留学生数及び本

学からの留学学生数をそれぞ

れ 50 人以上を目指す。また、

本学学部・学科と提携校との

学術交流プログラムを開発す

るとともに、教員間の共同研

ア 学部・学科 

≪経済情報学部≫ 

・台湾国立嘉義大学管理学部との合

同カンファレンスを開催する。ま

た、国際交流センターが主催の海外

協定校の学生を対象に短期研修交

流プログラムの講義を担当して実

施協力を行う。 

3 ・台湾国立嘉義大学管理学部との合同カン

ファレンスを８月 22 日に本学で開催し

た。参加者 28名であった。 

 また、国際交流センターが主催の海外協定

校の学生を対象に短期研修交流プログラ

ムの講義には、学部から２名の教員が担当

して実施協力を行った。 

3 台湾国立嘉義大学管理学部

との合同カンファレンスを

開催したことは評価できる。 
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究を推進する。 ≪日本文学科≫ 

・地域文化についてのフィールドワ

ークを取り入れた「おのみち文化ス

タディ」（仮称）の中で、留学生の地

域文化への理解を深める。 

3 ・地域文化についてのフィールドワークを

取り入れた「おのみち文化スタディ」に留

学生４名が参加して、尾道の地域文化への

理解を深めた。 

3  

≪美術学科≫ 

・実技系科目及び講義系科目におけ

る留学生の具体的な支援体制を検

討し、実行する。また提携校（台湾

国立嘉義大学）との台湾における交

流展を実施する。 

3 ・実技系科目及び講義系科目における留学

生の具体的な支援体制を検討し、言語の違

いによる意思疎通に最大の難関があるこ

とについて共有し、来年度から AI 通訳機

を導入することとした（予算要求中）。ま

た提携校（台湾国立嘉義大学）との台湾に

おける交流展を令和元年５月に実施した。 

3 言語の違いによる意思疎通

の課題が解決されるよう期

待する。 

イ 国際交流 

【国際交流センター】 

・海外協定校の学生を対象に短期研

修交流プログラムの試験的実施を

行い、交換留学の受入れにつなげ

る。 

台湾国立嘉義大学教員と本学教員

とのミニカンファレンスを経済情

報学部と協力して本学で実施する。 

交換留学体験者の発表の場を設け、

海外留学の魅力を周知し派遣へつ

なげる。 

4 ・８月に実施した夏季受入プログラムに参

加した 18 人の学生のうち１人は、来春か

ら本学に留学することとなった。 

・台湾国立嘉義大学教員と本学経済情報学

部教員との合同カンファレンスを本学で

開催し、国際交流センター運営委員及び企

画広報室職員が協力して実施した。・夏期

短期語学研修として米国ポートランド州

立大学へ５名、ベトナム貿易大学へ５名を

派遣した。 

・上記の派遣学生による留学報告会を 10月

4 留学生の受入れや派遣につ

いて、引き続き積極的に行っ

ていただきたい。 
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台湾国立嘉義大学とのカンファレ

ンスを実施し、学生間及び教員間

の今後の交流の進展を図る。 

７日に行い、39 名（報告者含む）が参加し

た。 

・春季短期語学研修として、シドニー大学

へ６名、ハワイ大学マウイカレッジへ５名

を派遣した。 

② 学内の留学生のための日本

語教育、生活サポート、そのた

めの国際交流センターの諸機

能を充実し強化する。 

イ 国際交流 

【国際交流センター】 

・チューター活動を留学生のサポー

トだけでなく国際交流イベントの

企画・運営など活動の幅を広げ、活

動を通じてより多くの学生に留学

生の生活やチューター活動や国際

交流イベントの参加への関心を高

める。 

 留学生の受入状況や来日オリエン

テーションの日程等、情報を国際交

流センター内で共有し、協力して活

動する。 

3 ・留学生が本学での留学生活に溶け込める

よう支援する事業として、４月に 60 人規

模の留学生歓迎会、５月に BBQ を囲む異文

化交流会(50 人参加）、10 月に倉敷市への

One Day Trip（27人参加）、12 月に地域住

民も招いての 60 人規模の「留学生発表会

＆地域交流会」を開催した。発表会におい

ては留学生４人が留学生生活や日本での

経験を発表し、地域住民にも留学生への理

解を深めていただいた。 

・今後の留学生チューターによるイベント

企画等を視野に入れ、上記行事への留学生

チューターの参加を呼びかけた。 

3 留学生の学生生活を支援す

るため、歓迎会や留学生発表

会＆地域交流会などを開催

したことは評価できる。 

第６ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）教育研究組織の充実 

（中期目標）大学の理念・目標を実現するため、尾道市立大学の強みや特長を生かした柔軟かつ最適な教育研究組織となるよう取り組む。 

① 大学の理念・目標にふさわ

しい教育実施体制を強化する

【教務委員会】 

・全学的な教学マネジメント関連デ

3 ・１年終了時点の成績と４年終了時点の成

績に相関があるかどうかの調査を行った。

3  
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ため、科目配当・教員配置の見

直し、継続的な教育・学修支援

体制の構築など、全学的な教

学マネジメントを確立する。 

ータの蓄積と検討を継続し、教育課

題の把握に努める。 

 教学ＩRの一環として、卒業時点で

の満足度調査を行うことを検討す

る。 

結果、１年次に修得単位が少なく GPAも低

い学生は、４年時点でも成績不良である場

合が多いことが分かった。卒業時点での満

足度調査を行うために、ポータルを利用し

たアンケート調査を行うこととした。 

【自己点検・評価委員会】 

・改訂された全学及び各学科の３ポ

リシーに対して、有効に機能してい

るか、全学及び各学科に検証を求め

る。 

3 ・２月に全学及び各学科に、３ポリシーが

有効に機能しているか、課題はないか検証

を求めたところ、次のような回答を得た。 

・３ポリシーのうち、形式及び内容的に十

分とは言えないと判断されたカリキュラ

ム・ポリシーについて検証し訂正案を作成

した。（美術学科） 

・カリキュラムマップやカリキュラム・ポ

リシーを踏まえ、それらと３ポリシーとの

整合性をより良いものにするため、３ポリ

シーの文言の調整を行った。（日本文学科） 

・３ポリシーに基づいて成績評価のガイド

ライン策定や卒論指導体制の強化、数学科

目の必修化の決定等を行っており、ポリシ

ーは有効に機能していると判断する。（経

済情報学科） 

3 各学科において、３ポリシー

に対する検証や文言調整等

が行われており、今後も有効

に機能するよう検証してい

ただきたい。 

（２）業績評価制度の確立 

（中期目標）教職員の意欲向上及び大学運営の質的向上を図るため、業績評価制度を確立するとともに、その評価が適正に反映される処遇制度を確立する。 

① 教育、研究、大学運営、地

域貢献等の各領域における

【自己点検・評価委員会】 

・教育研究活動報告書の中に記入さ

3 ・各教員が教育研究活動報告書に記入し

た、授業改善アンケートの結果を踏まえて

3  
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業績評価の方法と評価基準

を確立するとともに、その評

価を適正に運用するための

制度を策定する。 

れた、授業評価アンケートの結果を

踏まえて授業改善をした状況につ

いてのデータを集積・分析し、課題

を抽出する。 

の授業改善状況について、自己点検・評価

委員会でデータを集積・分析し、課題を抽

出した。 

【事務局総務】 

・改善した業績評価について、より適

正なものとなるよう取り組み、確実

な実施を行う。 

3 ・年度目標、課題等に対するに係る自己評

価を踏まえた業績評価を、翌年度以降の目

標・課題に反映し、課題解決等に向け、取

り組むこととした。また、研究推進に向け、

科研費補助金申請において、A判定での不

採択者への助成制度を設けた。 

3 研究推進に向け、科研費補助

金申請において、A判定での

不採択者への助成制度を設

けたことは評価できる。 

（３）事務処理の改善・効率化 

（中期目標）定期的な業務改善や事務組織の見直し等に取り組むことにより、業務内容の変化に柔軟に対応するとともに、事務処理の効率化を図る。 

① 重点取り組み項目につい

て、部局を越えた業務実施体

制を構築する。また、事務組

織、事務処理方法等を不断に

見直し、業務の適正化と効率

化を推進する。  

【事務局総務】 

・事務組織、事務処理方法等を検証

し、業務の適正化と効率化を推進す

る。 

3 ・事務処理方法等を検証し、業務の適正化

と効率化を図るため、業務のマニュアル化

に向け、取り組んだ。 

3 事務処理方法等を検証し、業

務の適正化と効率化を図る

ため、業務のマニュアル化に

向け、取り組んだことは評価

できる。 

第７ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）資源の適正配分 

（中期目標）予算執行の弾力化・効率化、管理的業務の簡素化・合理化等により、管理運営経費の節減を図るとともに、戦略的に経営資源を配分する。 

① 大学運営経費の妥当性を検

証し、経費節減を図るととも

に、第２期中期財政計画に基

【事務局総務】 

・経費節減に努め、課題解決等に向け

た予算の戦略的な活用を図る。 

3 ・美術学科等使用の情報機器リース更新時

に経費節減を図った。 

課題解決に向け、故障が多発する空調機器

3 既存設備の更新、改修等の経

費節減を図ったことは評価

できる。 
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づき、予算の重点化と戦略的

活用を図る。 

の更新等施設改修に取り組んだ。 

② 大学の戦略に即した経営資

源（人的資源・物的資源・資金）

の適正配分を行う。 

【事務局総務】 

・教育研究、国際交流の推進を図るた

め、新たな人材、施設の充実に取り

組む。 

3 ・教職員の欠員補充について、非常勤教職

員の採用により、専門職員の配置等必要に

応じた人員配置を行った。 

3 教職員の欠員補充について、

非常勤教職員の採用により、

専門職員の配置等必要に応

じた人員配置を行ったこと

は評価できる。 

（２）外部資金等の獲得 

（中期目標）科学研究費補助金をはじめとする競争的資金や産学官連携による共同・受託研究等の外部資金の獲得等により、自己収入の確保に取り組む。 

① 外部資金の獲得に向け、科

学研究費補助金等の学外の競

争的資金への申請数を増加さ

せるとともに、情報収集や経

験交流など組織的な支援を行

うことで、採択率の向上に取

り組む。 

【教育研究推進委員会】 

・学内の文書共有サーバーに外部資

金情報が集約されていることを周

知して、その利用を促進する。 

3 ・学内の文書共有サーバーを利用して、公

募中の外部資金情報を一覧できるように

し、さらに科研費申請のための講演会を開

催し、申請を促した。特に科研費申請者あ

るいは申請に関心のあるものが集まり、過

去に採択された者からアドバイスをもら

えるような研究会を行った。 

3 学内の文書共有サーバーを

利用して、公募中の外部資金

情報の周知と、外部資金獲得

の必要性を共有できるよう

にしたことは評価できる。 

② 地域からのニーズに応え、

受託研究件数の 10％以上の増

加に向け、取り組む。  

【地域総合センター】 

・地域から受託研究の声がかけやす

く、適切にご相談いただけるよう、

受託研究のホームページの説明文

を充実させる。過去の受託研究の一

例を掲載するなどして、充実した周

知を図る。 

3 ・尾道市の企業から研究委託を受け、地元

企業と共同研究を行い、おもに AI を利用

した「ちりめんじゃこに含まれる異物の検

出」に関する成果を上げることができた。

地域経済に貢献した成果として新聞等（日

本経済新聞・中国新聞等・びんご経済レポ

ート）にも取り上げられた。2019 年度は

３件 204 万円余の委託研究費が計上され

た。また、本学における過去の受託研究成

3 地元企業と共同研究を行い、

成果を上げることができ、地

域経済に貢献した成果とし

て新聞等に取り上げられた

ことと、過去の受託研究成果

について掲載し、周知を図っ

たことは評価できる。 

ただし、受託研究件数につい

ては前年割れとなったので、
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果については、『尾道市立大学地域総合セ

ンター叢書』（№10）の巻末に掲載した（平

成 24 年度～平成 30年度）。 

今後に期待したい。 

第８ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置 

（１）自己点検・評価の充実 

（中期目標）客観的な達成水準や指標に基づいた自己点検・評価及び外部評価を定期的に実施し、その結果を基に教育研究活動及び業務運営の改善に取り組む。 

① 客観的な達成水準や指標に

基づいた自己点検・評価を実

施し、評価結果を教育研究活

動及び業務運営の改善に結び

つける。 

【自己点検・評価委員会】 

・教育研究報告書の活用方について、

各学科と連携しながら検討してい

く。 

3 ・教育研究報告書の有効活用について自己

点検・評価委員会で検討を行った。学科を

超えた共同研究を推進するため、教員間で

研究内容についての情報を共有する手段

としての教育研究報告書の一部公開等に

ついて検討を行った結果、システム化につ

いて調査・研究を行うことになった。 

3 教育研究報告書が有効活用

されるよう、情報共有のため

のシステムの調査・研究に期

待する。 

（２）情報公開及び広報活動の推進 

（中期目標）適切に情報公開を行うことで大学運営の透明性を確保するとともに、戦略的に広報活動を行うことで、大学のブランド力の向上を図る。 

① 尾道市立大学のブランド力

の向上を図るために、ウェブ

サイトなど各種メディアを利

用した学内情報の迅速な公開

を行う。また、効果的な広報活

動のため、新たなメディアの

活用を積極的に推進する。 

【広報委員会】 

・大学のブランド力の向上を図るた

め、それぞれの利用者層に応じて、

学内情報の差別化を図り、各 SNSの

特性を活かして、より効果的な広報

活動を展開する。 

2 ・大学ウェブサイトのみならず SNS（特に公

式ツイッター）を随時更新して、絶え間な

く情報発信を行った。ただし、利用者層の

差異を明確に意識した、差別化された発信

の仕組みは十分に構築できているとは言

えず、今後はより現実的な手法の模索を含

め、方針を再編する必要がある。 

2 より効果的な情報発信につ

いて、引き続き検討していた

だきたい。 

② 学生が主体となった教育研

究活動、ゼミ活動、サークル活

【広報委員会】 

・学生が主体となるゼミ活動、サーク

3 ・美術学科卒業生（同研究科修了生）の展覧

会情報や、日本文学科学生のビブリオバト

3  
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動、卒業生の活躍等の情報発

信を積極的に推進する。 

ル活動、卒業生の活躍などの情報に

ついて、各 SNS の特性を活かして、

より効果的に広報活動を展開する。 

ル全国大会準グランドチャンプ獲得、経済

情報学科木村・本田両ゼミ所属学生が参与

した産学連携の成功、経済情報学科学生の

資格試験突破、セパタクロー部員の全国大

会準優勝等を、ウェブサイトやツイッター

を通じて発信した。 

【学生委員会】 

・引き続き、学友会、翠郷祭実行委員

会と適切に連携し、部・同好会活動

や交通安全啓発活動、献血推進活動

等の社会貢献活動への学生の参加

を呼び掛けていく。またこれらの活

動に関する広報をより充実させる。 

3 ・学友会、翠郷祭実行委員会との連携によ

って、部・同好会活動が活発に行われてい

る。また、尾道警察署、久山田町内会とと

もに交通安全啓発活動（５月 15 日、10月

15 日）、献血推進活動（６月 20 日、12月

９日）の社会貢献活動を実施した。 

3 尾道警察署、久山田町内会と

ともに交通安全啓発活動や

献血推進活動の社会貢献活

動を実施したことは評価で

きる。 

第９ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

（１）施設・設備の整備と活用 

（中期目標）教育研究環境をより充実させるため、施設・設備の適正な維持管理を行うとともに、計画的な整備・改修を進め、施設・設備の有効活用を図る。 

① 将来にわたってキャンパス

の機能性を維持、向上させる

ため、キャンパス整備計画を

策定し、計画的に整備・改修を

行う。  

【事務局総務】 

・検証結果判明した施設に関する課

題解決に向け、着実に取り組む。 

 

3 ・照明、空調機器等課題のあった施設設備

を改修し、改善に取り組んだ。 

3 計画的な施設の維持管理に

努めていただきたい。 

（２）リスクマネジメントの強化及び法令遵守の推進 

（中期目標）リスクマネジメント及び安全衛生について取り組むとともに、法令遵守を徹底する。 

① 事故、災害等の未然防止の 【衛生委員会】 3 ・法令で定められた年次有給休暇の取得義 3  
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ためのリスク管理と、発生し

た際に適切に対処する危機管

理体制を不断に見直し、教職

員・学生に対する教育、研修を

推進するとともに、関係機関

との連携強化を図る。 

・法令で定められた年次有給休暇の

取得義務化等、教職員に周知及び啓

発し、過重労働防止のための職場環

境改善を図る。 

務化（５日以上）について、教職員に周知

した。勤務時間報告書の提出を徹底し、教

員の労働時間の把握に努め、過重労働防止

を図った。 

【事務局総務】 

・危機管理に関する教職員研修を関

係機関と連携して実施し、充実を図

る。 

3 ・危機管理に係る関係機関の研修、講習に

参加し、災害時等の対応能力の向上を図っ

た。 

3  

② 学内外の研修機会の増加、

ОＪＴ等により、全教職員が

参加するファカルティ・ディ

ベロップメント、スタッフ・デ

ィベロップメント活動を充実

させ、コンプライアンスの徹

底や教職員の能力向上に取り

組む。 

【教育研究推進委員会】 

・コンプライアンス研修会を開催す

る。 

3 ・７月に外部講師（公認会計士）を招いての

科研費等に関するコンプライアンス研修

会を開催し、教職員 41 名が参加した。不

正等の実例をあげてもらいながら、科研費

の申請や使用において不正を行わないよ

う注意喚起した。 

3 外部講師（公認会計士）を招

いての科研費等に関するコ

ンプライアンス研修会を開

催し、教職員 41 名が参加し

たことは評価できる。 

【事務局総務】 

・継続して、ファカルティ・ディベロ

ップメント、スタッフ・ディベロッ

プメントに係る学内研修の実施や

学外研修の参加により、教職員の能

力向上に取り組む。 

3 ・学内研修の実施や学外研修への参加によ

り、教職員の能力向上に取り組むととも

に、尾道市主催職員研修への参加に関する

協定を締結し、研修の機会の充実を図っ

た。 

3 尾道市主催職員研修への参

加に関する協定を締結し、研

修の機会の充実を図ったこ

とは評価できる。 

  ※ この様式は、「第４ 教育研究等の質の向上」から「第９ その他業務運営」までにおいて使用する。 
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特記事項 

〇 学士課程において、より体系的な教育を展開するためのナンバリング導入に関し、教務委員会において共通ルールを作成し、全学科及び教養教育に

おいてナンバリングを行った。 

〇 学長、副学長、事務職員及び全学科教員によるアクティブ・ラーニング・ワーキンググループ会合を実施し、尾道を中心とした様々なテーマ（サイク

リングロード、拳骨和尚等）を、各学科独自のアプローチや視点から調査し、学生主体による学びを実践できるような方策を議論した。また、学生の意

見を聴収し、学長や教員と直接対話ができる場を設け、具体的な案について話し合った。 

〇 国際交流事業では、台湾国立嘉義大学管理学部の教員と本学経済情報学部教員との合同ミニカンファレンスを８月 22日に本学において実施し、先方

から 10名の教員が来学し６名が研究報告をした。本学からは、18名が出席し４名が研究報告し、学術交流を深めた。 

〇 留学生が本学での留学生活に溶け込めるよう支援する事業として、４月に 60人規模の留学生歓迎会、５月に BBQを囲む異文化交流会(50人参加）、10

月に倉敷市への One Day Trip（27人参加）、12月に地域住民も招いての 60人規模の「留学生発表会＆地域交流会」を開催した。 

〇 ３月に開催予定であった市民向けのコンピュータ公開講座及び教職員向けの情報セキュリティ研修会、第 12回文学談話会をコロナ感染拡大防止の観

点から中止とした。 

〇 地域から受託研究の声がかけやすい工夫として、過去の受託研究成果を、『尾道市立大学地域総合センター叢書』（№10）の巻末に掲載した（平成 24

年度～平成 30年度）。   

〇 法令で定められた年次有給休暇の取得義務化（５日以上）について、教職員に周知した。勤務時間報告書の提出を徹底し、教職員の労働時間の把握

に努め、過重労働防止を図った。 

  ※ 「第４ 教育研究等の質の向上」から「第９ その他業務運営」までにおける特記事項を記載する。 

 

 

第１０ 予算、収支計画及び資金計画 

 財務諸表及び決算報告書を参照 
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第１１ 短期借入金の限度額 

中期計画 年度計画 実  績 

（１）短期借入金の限度 

１億円 

（２）想定される理由 

   運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入

れることが想定される。 

（１）短期借入金の限度 

１億円 

（２）想定される理由 

   運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等

により緊急に必要となる対策費として借り入

れることが想定される。 

該当なし 

 

 

第１２ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

中期計画 年度計画 実  績 

なし なし 該当なし 

 

 

第１３ 剰余金の使途 

中期計画 年度計画 実  績 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の

質の向上及び組織運営の改善のための費用に充て

る。 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究

の質の向上及び組織運営の改善のための費用に充

てる。 

該当なし 
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第１４  尾道市の規則で定める業務運営に関する事項 

中期計画 年度計画 実  績 

（１）積立金の処分に関する計画 

   なし 

（２）その他法人の業務運営に関し必要な事項 

   なし 

（１）積立金の処分に関する計画 

   なし 

（２）その他法人の業務運営に関し必要な事項 

   なし 

該当なし 

 

 


